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第１章 公共施設個別施設計画について 

第１節 計画の目的 

 本市では、国からの策定要請に基づき、将来に向けた公共施設等の在り方に関する基本方針を

示す「三沢市公共施設等総合管理計画」を平成 29 年（2017）3 月に策定しました。（詳細は第２

章を参照） 

 本計画は、国において平成 25 年（2013）に策定した「インフラ長寿命化基本計画」及び「三沢

市公共施設等総合管理計画」を踏まえて、個別施設ごとの具体的な対応方針をまとめたものです。 

 なお、学校、公営住宅等の建築系公共施設、道路、橋りょう、上下水道管等の土木系公共施設

（インフラ施設）は各省庁が示すガイドラインに基づき別途策定していることから、各計画に沿

って推進していきます。 

 

 

第２節 計画の位置付け 

 三沢市公共施設等総合管理計画は、三沢市総合振興計画に即した位置付けを有するとともに、

まちづくりに関係する総合的な視点を踏まえる必要から、三沢市都市計画マスタープラン等との

整合を図って策定しています。 

 本計画は、三沢市公共施設等総合管理計画を着実に推進するため、各施設の方向性を示す具体

的な計画として位置付けられるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-１ 三沢市における公共施設等総合管理計画の体系的な位置付け  

三沢市総合振興計画（基本構想・基本計画・実施計画） 

公共施設等総合管理計画 
三沢市地域防災計画 

三沢市都市計画マスタープラン 

三沢市まち・ひと・しごと 

創生総合戦略 
【個別施設計画】 

 公共施設個別施設計画 

 学校施設長寿命化計画 

 舗装個別施設計画 

 橋梁長寿命化修繕計画 

 トンネル長寿命化修繕計画 

 下水道ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画 

 最適整備構想 

 公営住宅等長寿命化計画 

 公園施設長寿命化計画 

 水道事業基本計画 

即する 

整合 

即する 

即する 
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第３節 計画期間 

 計画期間は平成 29 年度（2017）から令和 28 年度（2046）までの 30年間とします。 

 なお、平成 29 年度（2017）から令和 2年度（2020）までの過年度分の 4ヶ年については、実績

を反映します。 

 また、本計画は、概ね 5年ごとの定期的な見直しを行いますが、公共施設の総量や関連計画の

大幅な変更、財政状況等の変化が生じた際には、必要に応じて見直しを行います。 

 

H29(2017)年度- 

R8(2026)年度 

R9(2027)年度- 

R18(2036)年度 

R19(2037)年度- 

R28(2046)年度 
R29(2047)年度- 

                    

      

 

      

 

      

                    

図 １-２ 公共施設個別施設計画の計画期間 

 

 

計  画  名 
H20(2008)年度- 

H29(2017)年度 

H30(2018)年度- 

R9(2027)年度 

R10(2028)年度- 

R19(2037)年度 

R20(2038)年度- 

R29(2047)年度 

三沢市総合振興計画 

[10 年ごとに改訂] 

                    

                    

                    

公共施設等 

総合管理計画 

                    

                    

                    

公共施設 

個別施設計画 

                    

                    

                    

図 １-３ 関連計画の計画期間 
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第４節 計画の対象とする公共施設等 

 三沢市公共施設等総合管理計画において対象とする公共施設等は、類型別に整理すると下表の

とおりですが、本計画の対象は、建築系公共施設のうち、学校、公営住宅、公園、上下水道施設

を除いた施設となります。 

 

表 １-１ 施設類型の定義 

区分 № 大分類 № 中分類 計画名 

建 

築 

系 

公 

共 

施 

設 

1 学校教育系施設 
1 学校 学校施設長寿命化計画 

2 その他教育施設 

公共施設個別施設計画 

2 市民文化系施設 
1 集会施設 

2 文化施設 

3 社会教育系施設 

1 図書館 

2 博物館等 

3 その他社会教育施設 

4 スポーツ・レクリエーション系施設 

1 スポーツ施設 

2 レクリエーション施設 

3 保養施設 

5 産業系施設 1 産業系施設 

6 子育て支援施設 
1 保育所 

2 幼児・児童施設 

7 保健・福祉施設 

1 保健施設 

2 高齢福祉施設 

3 その他社会福祉施設 

8 医療施設 1 医療施設 

9 行政系施設 
1 庁舎等 

2 消防施設 

10 公営住宅 1 公営住宅 公営住宅等長寿命化計画 

11 公園 1 公園内建築物 公園施設長寿命化計画 

12 供給処理施設 

1 上水道施設 水道事業基本計画 

2 下水道施設 
・下水道ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画（公共） 

・最適整備構想（農集） 

3 清掃センター 

公共施設個別施設計画 
13 その他建築系公共施設 

1 火葬場 

2 その他建築系公共施設 

土 

木 

系 

公 

共 

施 

設 

21 道路 

1 舗装 舗装個別施設計画 

2 トンネル トンネル長寿命化修繕計画 

3 橋梁 橋梁長寿命化修繕計画 

22 河川 1 河川 適宜対応 

23 公園等 
1 公園 

公園施設長寿命化計画 
2 緑地 

24 上水道 1 上水道管 水道事業基本計画 

25 下水道 1 下水道管 
・下水道ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画（公共） 

・最適整備構想（農集） 

26 その他土木系公共施設 1 その他土木系公共施設 適宜対応 
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第２章 公共施設等総合管理計画について 

第１節 背景と目的 

 国や地方公共団体は、昭和 30 年代（1955）以降の高度経済成長期からバブル経済期までの人口

急増期に、道路、上下水道、学校等の公共施設等を集中的に整備してきました。 

 こうした公共施設等は、今後一斉に建替えや改修等の更新時期を迎えますが、公共施設等の更

新には多額の財政負担が必要となる見込みです。 

 そこで、厳しい財政事情や人口減少・少子高齢化を見据え、必要に応じて公共施設等の総量縮

減も視野に入れながら、中長期的な視点に基づいて計画的に公共施設等の更新や維持管理を行う

ことが必要であると考えられています。 

 

 こうした背景を受けて、国においては平成 25 年（2013）11 月に「インフラ長寿命化基本計画」

を策定し、「新しく造ること」から「賢く使うこと」への転換を柱として、道路や橋梁等に対する

安全管理の徹底と耐震化・長寿命化等を進めています。さらに、国は平成 26 年（2014）4 月 22

日に、地方公共団体に対して「公共施設等総合管理計画」の策定要請（※）を行い、厳しい財政事

情や人口減少等による公共施設等の利用需要を踏まえたうえで、将来に向けた公共施設等の在り

方に関する基本方針の策定を求めています。 

 公共施設等総合管理計画は、原則として地方公共団体の保有する全ての公共施設等を対象とし、

下記の①から③までを主な目的として、各種の基本方針を定めるものです。 

 今後は、公共施設等を保有する全ての主体は、公共施設等総合管理計画を踏まえて、住民との

合意形成を図りながら個別施設の更新や統廃合を積極的に進め、まちづくりや災害対応の視点も

盛り込みながら、真に必要とされる公共施設の実現を目指すこととなります。 

（※）「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について」（総務省・平成 26 年（2014）4 月 22 日） 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-１ 国における公共施設等総合管理計画の体系的な位置付け 

 

 

 

 

 

 

現在の公共施設等は、
今後一斉に更新時期
を迎えます

公共施設等の更新に
は多額の財政負担が
見込まれます

中長期的な視点で、
計画的に更新等を行
う必要があります

インフラ長寿命化基本計画
（基本計画）【国】

【国】各省庁が作成 【地方】公共施設等総合管理計画

国有財産 地方公共団体の財産
（行動計画） （行動計画）

個別施設計画個別施設計画

【公共施設等総合管理計画の目的】 

① 人口や財政の見通しを踏まえ、長期的視点に立った老朽化対策の推進 

② 将来の利用需要も踏まえ、適切な維持管理及び修繕を実施 

③ 将来の財源確保の見通しを踏まえ、更新費用や維持管理費用等を削減・平準化 
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第２節 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

第１項 公共施設等に関する基本方針 

 本市は、現状や課題を踏まえて、持続可能なまちづくりを実現するために必要と考えられる「公

共施設等に関する基本方針」を次のとおりに定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）メンテナンスサイクルとは、インフラ長寿命化基本計画によると「点検・診断の結果に基づき、

必要な対策を適切な時期に、着実かつ効率的・効果的に実施するとともに、これらの取組を通

じて得られた施設の状態や対策履歴等の情報を記録し、次期点検・診断等に活用するという」

と定義されています。 

 

  

基本方針１ ： 総量及び配置の適正化 

 将来の人口規模や年齢構成、将来更新費用の財源不足を見据え、 

余剰施設を中心として、統廃合や集約化に取り組みます。 

基本方針２ ： 維持管理の適正化 

 少子高齢化や人口減少に伴う利用需要の変化を見据え、費用対効果

を踏まえた、効率的な維持管理の実現に取り組みます。 
 

 生活基盤に必要不可欠な道路や上下水道等を中心として、点検診

断・改修等に係るメンテナンスサイクル（※）の確立に取り組みます。 

今後急増する老朽化施設、将来人口の減少及び 

厳しい財政状況等を踏まえつつ、 

“持続可能なまちづくり“を実現するために・・・ 
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第２項 数値目標 

 平成 29年度（2017）から令和 28年度（2046）までの今後 30 年間で必要と見込まれる「公共施

設等の将来更新費用」の総額は、1,371億円です（「三沢市公共施設等総合管理計画」第3章第4節）。 

 これに対して、充当可能な財源の見込み額を年間 28億円とした場合には（過去の工事費実績を

もとに設定）、今後 30 年間の財源総額は 840 億円です。 

 したがって、将来の更新費用は 531 億円の財源不足が見込まれます。 

 そのため、将来の更新費用の財源不足を解消することを目的として、本市では、計画期間であ

る平成 29年度（2017）から令和 28年度（2046）までに、維持管理費用を含む維持更新費用（＝

維持管理費用と更新費用の合計）を 531 億円削減することを目標とし、前項の基本方針に掲げた

「総量及び配置の適正化」及び「維持管理の適正化」を目指します。 

 

 

 

 

維持更新費用を 531 億円削減するために、以下の①から③までの３つの施策を実施します。 

【維持更新費用 531 億円の削減に向けた３つの施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【将来更新費用の推計】             【施策の実施】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本市は、計画期間である平成 29 年度(2017)から 30 年後の令和２8 年度(2046)までに 

【目標】  維持更新費用を５３１億円削減します 

更
新
費
用
の
必
要
額 

不足分 

（約 18 億円/年） 

①総量(面積)縮減 

 

②維持管理費削減 

 

③維持管理費節約 総量と配置の適正化 

サービス水準の見直し 

効率的な維持管理 

充当可能な 

財源の見込み 

（約 28 億円/年） 

充当可能な 

財源の見込み 

（約 28 億円/年） 

不
足
分 

・ 

・ 

・ 

①総量（面積）縮減による更新費用の削減 

・総量及び配置の適正化や、サービス水準の見直しの観点から、一定の集約化又は

複合化等を行い、施設総量（面積）を縮減して、更新費用を削減します。 
 

②総量縮減施設の維持管理費用の削減 

・総量縮減をした施設の維持管理費については、更新費用の財源とします。 

 
 

③総量縮減対象外施設の維持管理費用の節約 

・総量縮減の対象外施設の維持管理費についても、省エネルギー対応や保守性の高

い最新設備への更新等による施策の効果により、毎年の維持管理費を節約して更

新費用の財源とします。 
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第３項 公共施設等の適正管理に係る実施方針 

 基本方針及び数値目標を踏まえ、全ての施設類型に共通する「公共施設等の適正管理に係る実

施方針」を次のとおりに定めます。 

 

（１） 点検・診断等の実施方針 

① メンテナンスサイクルの確立に向けた人材育成を推進します。 

② 国等のマニュアルに準拠した点検診断への迅速な対応を図ります。 

③ 所管部門による施設の日常パトロールを強化し、不具合や異常箇所の早期発見と関係部

門への報告を徹底します。 

④ 点検診断結果についての記録化と共有のあり方を検討し、活用の促進を図ります。 

 

（２） 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

① 施設の将来的な活用に係る方向性を策定した上で、最適な維持管理や修繕・更新等の具

体的な検討を図ります。 

② 上記の方向性の検討過程にあっても、災害時の避難施設や修繕の緊急度が高い施設につ

いては優先的に修繕を推進します。 

③ 予防保全の観点から行う計画的な修繕に関しては、所管部門において実施した点検診断

結果も踏まえて実施します。 

④ 建築系公共施設における「複合施設」については、施設管理や経費負担に係る基準を明

確化し、適正な管理と費用負担の最小化を目指します。 

⑤ 建築系及び土木系の公共施設全般に係る修繕及び更新にあたっては、確実な財源の確保

を目的とした基金の活用を推進します。 

 

（３） 安全確保の実施方針 

① 点検診断結果を踏まえて、危険性が認められた箇所については使用中止の措置を速やか

に講じます。 

② 上記の使用中止の措置を講じた後には、今後とも継続使用を予定している施設について

は早期の改修を実施し、継続使用の見込みが無い施設や既に用途廃止した施設について

は、損害の拡大防止に努めるほか、施設の解体撤去を推進します。 

  



8 

 

（４） 耐震化の実施方針 

① 耐震改修促進計画の定期的な見直しと計画に基づく耐震化事業の進捗管理を適正に実施

します。 

② 非耐震の施設で今後の継続使用の見込みが低い施設については、より安全な施設への機

能の移転や既存建物の解体撤去を推進します。 

③ 土木系公共施設についても、長寿命化対策事業や老朽化対策事業と整合性を図った上で、

耐震化を推進します。 

④ 地震に強いまちづくりを実現する観点から、通常の修繕改修工事の際にも可能な限り耐

震の観点を取り入れた工法の採用を検討します。 

 

（５） 長寿命化の実施方針 

① 関係省庁や県等の長寿命化に係る方針を踏まえて、長寿命化計画の策定又は見直しを進

めるとともに、計画に基づく長寿命化対策を実行します。 

② 建築系公共施設については、今後の施設の方向性を踏まえて、長期的な利用を図る施設

について優先的に長寿命化の実施を検討します。 

③ 必ずしも長寿命化計画の対象に含まれない施設であっても、費用対効果やトータルコス

トの削減を図る見地から、修繕・改修工事の際には長寿命化の観点を取り入れた工法の

採用を検討します。 

 

（６） 統合や廃止の推進方針 

① 全庁的な取組体制である庁内検討組織を中心として統合や廃止の検討を行い、計画的な

最適配置の実現を目指します。 

② 上記によらない個別の事案が生じた際にも、庁内の情報連携を図って、総量抑制や公民

連携に係る計画との整合性に留意して、統合や廃止の検討を行います。 

③ 統合や廃止の検討の際には、全庁的な体制で十分な検討と情報共有を図って意思決定を

行うとともに、市民生活に密接に関わる事案については住民への情報提供と必要に応じ

て住民の意向調査を行い、市民の声を可能な限り反映させるものとします。 

 

（７） PPP/PFI の活用方針 

① 公民が連携して行政サービスを行うスキームとして PPP（パブリック・プライベート・ パ

ートナーシップ：公民連携）を推進し、指定管理者制度の活用や PFI（プライベート・

ファイナンス・イニシアティブ）の導入など、民間活力の積極的な活用を図って、サー

ビス向上と財政負担の軽減を目指します。 

② 民間のアイディアや知見を効果的に活用するために、日頃から職員の研修や庁内の組織

整備（各種施策の導入マニュアルやワークフローの整備）を図ります。 
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（８） 広域連携の取組方針 

① 市民や市民団体の施設の利用実態や公共施設等に対する多様なニーズに応えるために、

近隣市町村や関係自治体との広域的な施設の共同利用や共同運営の検討を推進します。 

② 広域連携を推進するために、近隣市町村等との公共施設等の在り方の検討を行うように

努めます。 

 

（９） 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

① 全庁的な取組事項については、職員を対象とした研修を行うものとします。 

② 職員の専門技術の習得と向上に一層努めます。 

 

（１０） ユニバーサルデザイン化の推進方針 

① 本市は平成 29年度（2017）に東京 2020 オリンピック・パラリンピックのホストタウン・

共生社会ホストタウンに、さらに令和元年度（2019）に先導的共生社会ホストタウンに

登録されたことから、レガシーとしての共生社会の実現に向け、施設の大規模改修時に

はユニバーサルデザインに配慮した改修に努めます。 

② 移動等円滑化促進方針に基づき、施設のユニバーサルデザイン化を充実させるための改

修等を推進します。 
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第３章 個別施設計画の基本的な考え方 

第１節 各施設の取組方針について 

 本計画では、公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、施設類型ごとにまとめた各施設の

取組方針を定めます。 

 取組方針には、施設の方向性、優先度、実施時期を明記します。 

 また、施設の方向性等を決定づける各施設の機能、利用状況、劣化状況などの施設の状態等に

ついては個別に整理します。 

 

 

第２節 施設の方向性について 

 施設の方向性については、①継続利用、②転用、③民間譲渡、④統合、⑤廃止の５つに分類し

ます。 

 

①継続利用 

行政需要があり、利用率も高く、周辺に類似施設がない場合、施設を継続的に利用します。 

②転用 

施設の利用実態が設置目的に即していない場合、他用途に転用します。 

③民間譲渡 

民間企業等が施設を利用している場合、その施設を市として利用する見込みがなく、譲渡しても行政

サービスに影響のない場合は、民間へ無償譲渡します。 

④統合 

行政サービスを低下させずに維持管理経費の軽減を図るため、耐用年数が到来している複数の施設を

一つの施設に統合し、施設の面積総量を減らします。 

⑤廃止 

利用率が低迷し、利用日数も少なく、行政需要の増加が今後見込めない場合、施設の利用を廃止しま

す。 
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第３節 優先的に検討すべき施設の抽出 

 施設の方向性について『継続利用』と判定した施設については、利用状況等から優先度を決定

します。 
 

優先度 判定内容 

高い 

 

 

 

 

低い 

Ａ 広く住民が利用、地域住民が利用する施設（主に集会施設、幼児・児童施設など） 

Ｂ 稼働率が高く、利用者数が多い施設 

Ｃ 稼働率、利用者数ともにＢより低い施設 

Ｄ 特定の者を対象とする施設（主に漁港施設など） 

Ｅ 市民の利用がない施設（主に書庫など） 

Ｆ 大規模改修等や建替えが必要となった時点で廃止する施設 

 

第４節 実施時期の算定 

 各施設の方向性における実施時期については、それぞれ次のとおりとします。 

 

（１） 方向性が『継続利用』の場合 

 継続的に利用するために必要な改修を実施します。改修を実施しても施設の機能回復や長寿

命化が図られない場合は建替えを実施します。建替えの場合は規模縮小を検討します。 

 改修等の時期については、優先度（Ａ～Ｅ）、施設の経過年数（法定耐用年数から何年経過し

ているか）及び老朽度等から設定し、実施時期を１０年毎に１次、２次、３次とします。 

 ただし、既に改修事業に着手している施設については、１次に盛り込みます。 
 

第１次 第２次 第３次 第３次以降 

H29(2017)年度 

～R8(2026)年度 

R9(2027)年度 

～R18(2036)年度 

R19(2037)年度 

～R28(2046)年度 
R29(2047)年度～ 

 

 なお、優先度Ｆについては、大規模改修等が必要な時期まで継続的に利用し、その後廃止す

ることから、時期は明記しません。 

 

（２） 方向性が『転用』、『民間譲渡』の場合 

 利用者や相手先との協議が必要なことから、時期は明記しません。 

 

（３） 方向性が『統合』の場合 

 施設配置のバランスや複合化による新たな施設整備の検討等が必要なことから、時期は明記

しません。 

 

（４） 方向性が『廃止』の場合 

 施設の利用を廃止し、解体まで維持管理経費がかからないよう管理します。 

 最終的には施設を解体しますが、その時期については施設の老朽化の状況と財源の調整が必

要なことから、時期は明記しません。 

 なお、建物を現況のまま民間への売却が見込める場合については、廃止後速やかに売却します。 
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第５節 施設の評価について 

 本計画の対象施設について、今後の取組方針を決定するため、各施設で提供しているサービス

の現状を分析した上で、法定耐用年数からの経過年数や利用状況等から各施設の今後の方向性、

優先度を示す施設評価を行います。 

 

第１項 機能の評価・検証 

 対象施設において提供しているサービスの現状を分析し、サービスの方向性、建物の方向性を

「公共性」、「必要性」、「互換性」、「民間参入の可能性」の４つの観点から評価・検証します。 

 

検証項目（a.b.c.dから選択） 

公共性 

①設置目的の意義が低下していないか。 a.いない b.低下しつつある c.いる  

②利用実績が設置目的に即したものとなってい

るか。 
a.いる b.無くなりつつある c.いない  

③サービス内容が設置目的に即したものになっ

ているか。 
a.いない b.低下しつつある c.いる  

必要性 

①市民の安心・安全の確保など、市民生活を営

む上での重要性は高いか。 
a.高い b.さほど高くない c.低い  

②市の施策を推進する上での必要性は高いか。 a.高い b.さほど高くない c.低い  

③法律等により設置が義務付けられているか。 a.いる 
b.法定だが必要 

でない 
c.いない  

互換性 

①当該施設の利用実態から利用圏域はどうか。 a.広域 b.市民 
c.地域 

住民 
 

②利用圏域の中で、同種、類似の施設は存在

するか。（本市が保有する施設に限らず、県施

設、民間施設も含む） 

a.しない 
b.するが市内に 

ない 
c.する  

③補助金などの代替施策で対応できるものか。

（ハコモノ以外で） 
a.不可能 b.検討の余地あり c.可能  

民間参入

の可能性 

①行政以外にサービスを提供する民間事業者

等の参入の可能性はどうか。（民営化の可能性

の検討） 

a.不可能 b.検討の余地あり c.可能  

②施設運営に民間事業者等のノウハウの活用

が期待できるか。（指定管理者制度の導入の検

討） 

a.不可能 b.検討の余地あり c.可能 
ｄ.既に 

導入済み 

③市が施策を推進するにあたって、市が自ら運

営主体として関与しなければならない施設かどう

か。 

a.高い b.さほど高くない c.低い  
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（１） 「サービス主体の適正化」視点での検証 

 

ⅰ サービスの方向性 

市がサービスを提供しなければならないかを検証します。 

検証項目 選択肢 

必要性 ③法律等により設置が義務付けられているか。 c.いない 

民間参入

の可能性 

①行政以外にサービスを提供する民間事業者等の参入の可能性はどうか。 c.可能 

③市が施策を推進するにあたって、市が自ら運営主体として関与しなければならない

施設かどうか。 
c.低い 

すべてに該当  いずれかに該当 

or 

いずれにも該当しない  

  

 

サービス廃止の可能性  サービス継続の可能性 

ⅱ・(ア)へ  ⅱ・(イ)へ 

 

ⅱ 建物の方向性 

(ア)サービス廃止の場合の建物の方向性を検証します。 

検証項目 選択肢  

 

 

 

 

 

建物の方向性 

互換性 ②利用圏域の中で、同種、類似の施設は存在するか。 

a.しない 
民間等譲渡 

の可能性 

c.する 廃止の可能性 

 

 

(イ)サービス継続の場合の建物の方向性を検証します。 

検証項目 選択肢  

 

 

 

 

 

建物の方向性 

互換性 

②利用圏域の中で、同種、類似の施設は存在するか。 c.する 
共同利用 

の可能性 

③補助金などの代替施策で対応できるものか。 c.可能 廃止の可能性 
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（２） 「サービス水準の適正化」視点での検証 

 

ⅰ サービスの方向性 

施設の数量・規模が適正かどうかを検証します。 

検証項目 選択肢 

公共性 

①設置目的の意義が低下していないか。 c.いる 

②利用実績が設置目的に即したものとなっているか。 c.いない 

③サービス内容が設置目的に即したものになっているか。 a.いない 

いずれかに該当  いずれにも該当しない 

  

サービス廃止の可能性  サービス継続の可能性 

ⅱへ  ⅱへ 

 

ⅱ 建物の方向性 

建物の老朽度合いから建物の方向性を検証します。 

検証項目 選択肢  

 

 

 

 

 

建物の方向性 

法定耐用年数を経過しているか。 

経過している。 改修又は廃止の可能性 

経過していない。 下記へ 

 

 

検証項目 選択肢  

 

 

 

 

 

建物の方向性 

互換性 ①当該施設の利用実態から利用圏域はどうか。 

a.広域 

転用の可能性 

b.市民 

c.地域住民 
 地域譲渡 

の可能性 

 

（３） 総合判断 

 （１）、（２）における「サービスの方向性」及び「建物の方向性」の結果等によって、施設の

方向性を判断します。 
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第２項 １次評価 

 機能評価・検証により分析したサービスの今後の方向性、建物の方向性を基に、施設の利用状

況等（利用者数、経費等）から１次評価を実施します。 

 １次評価では「施設の方向性」と「優先的に検討すべき施設」の抽出を行い、『継続利用』の場

合のみ実施時期を算定します。 

 

 

第３項 総合評価 

 各施設の方向性、優先度、実施時期を示した１次評価に対し、各施設所管課とのヒアリング、

施設の劣化状況等を踏まえ、総合評価を実施します。 

 総合評価において、施設の方向性が『民間譲渡』、『統合』、『廃止』となる施設については、利

用者アンケート又は関係機関との調整を行い、施設の方向性を最終決定します。 

 

 

第６節 改修の考え方 

 本市では、施設の建設時期が同時期に集中していることや今まで大規模な改修を行っていない

施設が数多くあるため、これらの施設に対し予防保全を実施するとなれば時期が重なってしまう

ことから、現在ある多くの施設については事後保全とし、下記のとおり改修を実施します。 

 今後新たに更新する施設については、できる限り予防保全に努め、長期使用を目指します。 

 なお、鉄筋コンクリート造の建物については、文部科学省「学校施設の長寿命化改修の手引」

によると、コンクリートのひび割れ・欠けや鉄筋の腐食などの劣化が重度にならないうちに適切

なタイミング（おおむね築後４５年程度まで）で、その劣化の原因を調査し劣化の程度と原因に

応じた適切な補修・改修を行うことにより長寿命化を図ることは可能であり、このタイミングを

過ぎても、鉄筋コンクリートの劣化状況等により、必ずしもすぐに長寿命化を図る改修ができな

くなるわけではなく、個別に判断することになるとされております。 

 

表 ３-１ 改修の考え方 

１ 

建築後一度も外壁及び屋根等の改修（中規模修繕）を実施していない施設については、中規模修繕を

実施する。その後の改修（大規模改修）時期については劣化状況、財源等から判断する。 

なお、原則として小規模施設（500 ㎡未満）については、大規模改修は行わず中規模修繕のみとする。 

２ 

中規模修繕を実施していない施設のうち、中規模修繕せずに大規模改修した方が効率的及び経済的と

判断される場合は、大規模改修を実施する。 

なお、改修規模を決定するため、改修前に老朽度調査を実施する。 

３ 

既に中規模修繕を実施している施設については、大規模改修を実施する。 

なお、大規模改修を行っても長寿命化が期待できない施設については建替えすることとし、利用状況

等から規模縮小を検討する。 

４ 

既に大規模改修を実施している施設については、中規模修繕を実施する。 

なお、中規模修繕を行っても機能回復が期待できない施設については建替えすることとし、利用状況

等から規模縮小を検討する。 
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第７節 目標使用年数の設定 

 施設を継続利用するために改修を実施する施設については、構造種別ごとに目標使用年数を設

定し、維持更新費用の削減を目指します。 

 

第１項 耐用年数 

 建築物の耐用年数の考え方は次の４つに分類され、一般的には「物理的耐用年数＞経済的耐用

年数＞法定耐用年数＞機能的耐用年数」となっています。 

 法定耐用年数は構造躯体の劣化により使用できなくなる寿命を表しているわけではないことか

ら、目標使用年数は法定耐用年数を上回る年数に設定します。 

 

表 ３-２ 耐用年数の考え方 

物理的耐用年数 

材料・部品・設備が劣化して建物の性能が低下することによって決定される年数。 

その他の耐用年数よりも長いのが一般的。 

ただし、建築材料の品質が良くなかったり、建設段階の品質管理が十分でなかっ

たりすると、早期に劣化が進行することもある。 

また、建物が厳しい劣化環境にさらされてしまうと、耐用年数も短くなる。 

経済的耐用年数 
建物を存続させるために必要となる費用が、建物を存続させることによって得ら

れる価値を上回ってしまうことで決定される年数。 

法定耐用年数 

税務上、減価償却率を求める場合の基となる建物の耐用年数。 

（第６章巻末資料参照） 

構造躯体の劣化により使用できなくなる寿命を表しているわけではない。 

機能的耐用年数 

建物が時代の変遷とともに期待される機能を果たせなくなってしまうことで決

定される年数。 

しかし、技術的に機能を向上させることは可能なため、結局そのための費用がど

の程度かかるかにより、耐用年数が決まる。 

参考：文部科学省「学校施設の長寿命化改修の手引」 
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第２項 目標使用年数 

 目標使用年数については、「建築物の耐久計画に関する考え方」（日本建築学会）を参考に、以

下のとおり構造別に設定します。 

 

表 ３-３ 建築物全体の望ましい目標耐用年数の級 

構造 

種別 

 

用途 

SRC・RC造 S造 

CB造 

れんが造 
木造 高品質の

場合 

普通の品

質の場合 

重量鉄骨 

軽量鉄骨 高品質の

場合 

普通の品

質の場合 

学校 

官庁 

Y。100 

以上 

Y。60 

以上 

Y。100 

以上 

Y。60 

以上 

Y。40 

以上 

Y。60 

以上 

Y。60 

以上 

住宅 

事務所 

病院 

Y。100 

以上 

Y。60 

以上 

Y。100 

以上 

Y。60 

以上 

Y。40 

以上 

Y。60 

以上 

Y。40 

以上 

店舗 

旅館 

ホテル 

Y。100 

以上 

Y。60 

以上 

Y。100 

以上 

Y。60 

以上 

Y。40 

以上 

Y。60 

以上 

Y。40 

以上 

工場 
Y。40 

以上 

Y。25 

以上 

Y。40 

以上 

Y。25 

以上 

Y。25 

以上 

Y。25 

以上 

Y。25 

以上 

出典：日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方（1988）」 

 

表 ３-４ 目標耐用年数の級の区分の例 

目標耐用年数 

級（Y。） 
代表値 範囲 下限値 

Y。150 150 年 120～200 年 120 年 

Y。100 100 年 80～120 年 80 年 

Y。60 60 年 50～80 年 50 年 

Y。40 40 年 30～50 年 30 年 

Y。25 25 年 20～30 年 20 年 

Y。15 15 年 12～20 年 12 年 

Y。10 10 年 8～12 年 8 年 

Y。6 6 年 5～8 年 5 年 

Y。3 3 年 2～5 年 2 年 

出典：日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方（1988）」 

 

 

表 ３-５ 構造別の目標使用年数 

構造種別 
目標使用年数 

事後保全の場合 予防保全の場合 

SRC 造・RC 造・S造・CB 造 60 年以上 80 年以上 

軽量 S造・木造 40 年以上 50 年以上 
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第８節 更新費用の算定 

 施設の更新費用については、公共施設等総合管理計画において採用した総務省が推奨している

一般財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団）における「公共施設更新費用試算ソフト」で用

いられる単価を基に試算します。 

 なお、更新時期が第１次に該当する施設のうち、平成 29年度（2017）から令和 2年度（2020）

までに更新した施設についてはその実績値を計上し、令和 3年度（2021）から令和 8年度（2026）

までに更新予定の施設については直近の実績値等を参考に試算します。 

 また、周辺施設を統合する予定の市庁舎については、下記単価は使用せず別途試算します。 

 

表 ３-６ 施設類型別の更新単価等 

施設類型（大分類） 建替単価 
中規模修繕 

単価（建替×30%） 

大規模改修 

単価（建替×60%） 

市民文化系施設 

400,000 円/㎡ 120,000 円/㎡ 240,000 円/㎡ 

社会教育系施設 

産業系施設 

行政系施設 

医療施設 

スポーツ・レクリエーション施設 

360,000 円/㎡ 110,000 円/㎡ 220,000 円/㎡ 
供給処理施設 

保健・福祉施設 

その他建築系公共施設 

学校教育系施設 
330,000 円/㎡ 100,000 円/㎡ 200,000 円/㎡ 

子育て支援施設 
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第４章 施設類型ごとの取組方針 

第１節 学校教育系施設 

【施設一覧】 

中分類名 連番 施設名称 延床面積（㎡） 建築年度 主構造 

その他教育施設 1 旧三沢市学校給食センター 1,291.83 S47(1972) S 造 

 2 三沢市学校給食センター 1,750.40 H24(2012) S 造 

3 岡三沢小学校教員住宅 81.98 S62(1987) 木造 

4 第五中学校教員住宅 63.99 S43(1968) 木造 

5 堀口中学校教員住宅 81.98 S61(1986) 木造 

追加 6 三川目小学校教員住宅 81.98 H10(1998) 木造 

追加 7 第二中学校教員住宅 81.98 H10(1998) 木造 

※建築年度が複数の場合には、主要建築物の年度を表記しています。 

【施設位置図】 

 
 

（１） 現状と課題 

 学校給食センターは、平成 24 年（2012）に竣工した三沢市農産物加工施設内に複合施設とし

て設置しています。将来的には、児童・生徒数の減少に伴って施設の稼働率は低下する懸念が

あります。 

 教員住宅は、全体的に老朽化が目立っており、住宅としての利用を休止している施設もある

ことから、今後の活用方法を検討する必要があります。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 学校給食センターは、現施設における施設の運営を中長期的に継続するものとします。 

 教員住宅は、利用需要や施設の老朽化状況を踏まえて、利用率の低い施設は廃止を検討しま

す。 

【維持管理の適正化】 

 学校給食センターは、給食の安定供給と衛生環境の維持向上を図るために、設備の保守点検、

定期的な改修や更新、機能向上に向けた維持管理を適切に実施します。 

 教員住宅は、今後とも継続使用する施設については、住環境の維持と安全な施設利用を図る

ため、施設の計画的な改修と更新を図ります。 
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（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 旧三沢市学校給食センター 廃止 ― ― 
現在用途廃止となっていることから、廃止とす

る。 

2 三沢市学校給食センター 継続利用 Ｂ 第３次以降 

法令に基づく学校給食を実施するために必要

な施設であり、市内に同種類似施設がないこと

から、継続利用とする。 

3 岡三沢小学校教員住宅 継続利用 Ｆ ― 

現在外国語指導助手のみが使用しており、民間

施設での対応も可能であることから、中規模修

繕又は建替えが必要となった時点で廃止とす

る。 

4 第五中学校教員住宅 廃止 ― ― 現在利用されていないことから、廃止とする。 

5 堀口中学校教員住宅 継続利用 Ｆ ― 

現在外国語指導助手のみが使用しており、民間

施設での対応も可能であることから、中規模修

繕又は建替えが必要となった時点で廃止とす

る。 

6 三川目小学校教員住宅 廃止 ― ― 
現在利用されていないことから、廃止とする。 

7 第二中学校教員住宅 廃止 ― ― 
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第２節 市民文化系施設 

【施設一覧】 

中分類名 連番 施設名称 
延床面積 
（㎡） 

建築 
年度 

主構造 

集会施設 1 三沢市根井団体活動センター（旧根井小学校） 1,267.66 S44(1969) RC 造 

 2 三沢市谷地頭団体活動センター（旧谷地頭小学校） 2,023.00 S46(1971) RC 造 

3 三沢市六川目団体活動センター（旧六川目小学校） 1,915.00 S43(1968) RC 造 

4 三沢市織笠団体活動センター（旧織笠小学校） 1,838.00 S45(1970) RC 造 

5 三沢市淋代団体活動センター（旧淋代小学校） 1,969.00 S43(1968) RC 造 

6 三沢市はまなす団体活動センター（旧第三中学校） 1,014.00 S50(1975) RC 造 

7 三沢市中央社会福祉センター 524.65 S42(1967) RC 造 

8 三沢市浜三沢社会福祉センター 534.30 S44(1969) RC 造 

9 三沢市天ケ森社会福祉センター 124.74 S45(1970) RC 造 

10 三沢市大町社会福祉センター 193.21 S55(1980) RC 造 

11 三沢市東岡三沢社会福祉センター 434.95 S55(1980) RC 造 

12 三沢市本岡三沢社会福祉センター 549.16 S56(1981) RC 造 

13 三沢市六川目社会福祉センター 342.00 S57(1982) RC 造 

14 三沢市春日台社会福祉センター 558.16 S57(1982) RC 造 

15 三沢市大津社会福祉センター 512.02 H5(1993) RC 造 

16 三沢市前平社会福祉センター 399.16 H20(2008) RC 造 

17 中央地区コミュニティ集会施設 236.65 S56(1981) 木造 

18 駒沢地区コミュニティ集会施設 183.38 S57(1982) 木造 

19 深谷地区コミュニティ集会施設 258.36 S57(1982) 木造 

20 朝日地区コミュニティ集会施設 173.48 S57(1982) 木造 

21 高野沢地区コミュニティ集会施設 201.63 S57(1982) 木造 

22 平畑地区コミュニティ集会施設 275.38 S57(1982) 木造 

23 根井地区コミュニティ集会施設 271.61 S58(1983) 木造 

24 東町地区コミュニティ集会施設 294.23 S59(1984) 木造 

25 上久保地区コミュニティ集会施設 261.67 S61(1986) 木造 

26 松園町二丁目地区コミュニティ集会施設 291.89 S61(1986) 木造 

27 栄町地区コミュニティ集会施設 269.12 S62(1987) 木造 

28 美野原地区コミュニティ集会施設 283.21 S62(1987) 木造 

29 越下地区コミュニティ集会施設 224.33 S63(1988) 木造 

30 薬師地区コミュニティ集会施設 211.99 H 元（1989) 木造 

31 西花園地区コミュニティ集会施設 272.02 H2(1990) 木造 

32 幸町地区コミュニティ集会施設 293.72 H3(1991) 木造 

33 緑町地区コミュニティ集会施設 278.05 H3(1991) 木造 

34 千代田町地区コミュニティ集会施設 298.18 H4(1992) 木造 

35 花園町地区コミュニティ集会施設 259.40 H5(1993) 木造 

36 さつきヶ丘地区コミュニティ集会施設 277.62 H5(1993) 木造 

37 下久保地区コミュニティ集会施設 277.54 H7(1995) 木造 

38 桜町地区コミュニティ集会施設 288.62 H7(1995) 木造 

39 日の出地区コミュニティ集会施設 276.73 H7(1995) 木造 

40 南山地区コミュニティ集会施設 295.78 H8(1996) 木造 

41 南町地区コミュニティ集会施設 286.22 H9(1997) 木造 

42 泉町地区コミュニティ集会施設 290.87 H11(1999) 木造 

43 新町地区コミュニティ集会施設 250.91 H12(2000) 木造 

44 木崎野地区コミュニティ集会施設 229.55 H13(2001) 木造 
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中分類名 連番 施設名称 
延床面積 
（㎡） 

建築 
年度 

主構造 

集会施設 45 北園堀口地区コミュニティ集会施設 213.64 H14(2002) 木造 

46 中央町一丁目地区コミュニティ集会施設 96.24 H15(2003) 木造 

47 三川目地区コミュニティ集会施設 384.39 S53(1978) RC 造 

48 淋代地区コミュニティ集会施設 369.40 S55(1980) RC 造 

49 松ヶ丘・自由ヶ丘地区コミュニティ集会施設 242.62 H18(2006) 木造 

50 新森地区コミュニティ集会施設 279.89 H21(2009) 木造 

51 古間木地区高齢者能力活用センター 261.67 H11(1999) 木造 

52 三沢市平畑農民研修所 103.25 S51(1976) RC 造 

53 三沢市塩釜農民研修所 354.42 S58(1983) 木造 

54 三沢市谷地頭農民研修所 379.97 S60(1985) 木造 

55 三沢市東部農民研修所 1,268.99 S63(1988) RC 造 

56 鹿中地域集会所 276.57 S54(1979) 木造 

57 細谷地域集会所 259.19 S54(1979) 木造 

58 織笠地域集会所 275.75 S54(1979) 木造 

59 市民活動ネットワークセンターみさわ（そだなす館） 459.93 H2(1990) 木造 

60 新森地区ふれあい交流館 96.08 H24(2012) 木造 

61 あじさい広場集会施設 72.04 H16(2004) 木造 

62 こがね公園集会施設 296.46 H2(1990) 木造 

63 滝ノ沢公園集会施設 66.24 S57(1982) 木造 

64 松園公園集会施設 200.70 H16(2004) 木造 

文化施設 1 三沢市公会堂・三沢市立中央公民館 7,942.53 S55(1980) SRC 造 

※建築年度が複数の場合には、主要建築物の年度を表記しています。 

【施設位置図】 
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第１項 集会施設 

（１） 現状と課題 

 集会施設は、大部分の施設において指定管理者制度によって運営しています。 

 近年では、町内会員の高齢化が年々進行していることもあり、将来的には施設の維持管理を

担う人材の不足が懸念されます。 

また、建築から 20 年以上を経過した施設も多いことから、将来の在り方を踏まえた上で、大

規模改修や建替え等の計画的な実施が求められます。とくに団体活動センターは、閉校した学

校施設を活用した施設であるため、規模が大きくかつ老朽化も顕著であり、安全確保や改修費

用の低減を図る観点からも、早急に今後の在り方を検討する必要があります。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 将来の人口減少に伴って、町内会単位での施設の維持管理が困難となる可能性もあるため、

近傍にある同種類似の集会施設を中心として、利用実態や施設の老朽化状況を踏まえつつ、適

正規模の見直しや集約化・移設等を含めた将来の在り方を検討します。 

【維持管理の適正化】 

 指定管理者制度を導入している施設については、制度の適正な運用に努めつつ、安全管理や

施設の有効活用を図ります。 

 直営や運営委託によって維持管理を行っている施設は、費用対効果や利用実態を踏まえて、

維持管理手法の見直しを図り、施設の有効活用に努めます。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 
三沢市根井団体活動センター 

（旧根井小学校） 
廃止 ― ― 

特定の団体のみが利用しており、老朽化が著し

いことから、廃止とする。 

2 
三沢市谷地頭団体活動センター 

（旧谷地頭小学校） 
廃止 ― ― 

老朽化が著しく、現在利用されていないことか

ら、廃止とする。 

3 
三沢市六川目団体活動センター 

（旧六川目小学校） 
統合 ― ― 

現在民具の保管・展示場所として利用しており、

維持管理費用削減の観点から、市内の同種類

似施設と統合する。 

4 
三沢市織笠団体活動センター 

（旧織笠小学校） 
継続利用 Ｅ 第２次 

現在遺跡からの出土品を保管しており、ほかに

保管場所がないことから、設置目的を変更した

上で、継続利用とする。 

5 
三沢市淋代団体活動センター 

（旧淋代小学校） 
継続利用 Ｃ 第２次 

周辺地域に同種類似施設がなく、また他の団体

活動センター廃止後の受け皿として必要なこと

から、継続利用とする。 

6 
三沢市はまなす団体活動センター  

（旧第三中学校） 
継続利用 Ｃ 第２次 

地域児童・生徒の利用施設であり、周辺に代替

施設がないことから、継続利用とする。ただし、

利用率が著しく低下した場合は、廃止を検討す

る。 

7 三沢市中央社会福祉センター 統合 ― ― 
市役所周辺に同種類似施設が複数あることか

ら、それら施設と統合する。 
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連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

8 三沢市浜三沢社会福祉センター 統合 ― ― 
当該施設は移転対象物件であることから他地域

での建替えを予定しているが、維持管理費用削

減の観点から、消防団屯所と統合する。 

9 三沢市天ケ森社会福祉センター 廃止 ― ― 現在利用されていないことから、廃止とする。 

10 三沢市大町社会福祉センター 継続利用 Ａ 第２次 

地域住民の利用施設であることから、継続利用

とする。ただし、町内会等での施設の維持管理

が困難又は利用率が著しく低下した場合は、統

合又は廃止を検討する。 

11 三沢市東岡三沢社会福祉センター 継続利用 Ａ 第２次 

12 三沢市本岡三沢社会福祉センター 継続利用 Ａ 第２次 

13 三沢市六川目社会福祉センター 継続利用 Ａ 第３次 

14 三沢市春日台社会福祉センター 継続利用 Ａ 第１次 

15 三沢市大津社会福祉センター 継続利用 Ａ 第３次 

16 三沢市前平社会福祉センター 継続利用 Ａ 第３次以降 

地域住民の利用施設であることから、継続利用

とする。ただし、町内会等での施設の維持管理

が困難又は利用率が著しく低下した場合は、統

合又は廃止を検討する。なお、消防団屯所と併

設のため、両施設一緒に検討する。 

17 中央地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第１次 

地域住民の利用施設であることから、継続利用

とする。ただし、町内会等での施設の維持管理

が困難又は利用率が著しく低下した場合は、統

合又は廃止を検討する。 

18 駒沢地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第２次 

19 深谷地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第１次 

20 朝日地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第１次 

21 高野沢地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第１次 

22 平畑地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第１次 

23 根井地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第２次 

24 東町地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次 

25 上久保地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第１次 

26 松園町二丁目地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第１次 

27 栄町地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第１次 

28 美野原地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次 

29 越下地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第２次 

30 薬師地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第２次 

地域住民の利用施設であることから、継続利用

とする。ただし、町内会等での施設の維持管理

が困難又は利用率が著しく低下した場合は、統

合又は廃止を検討する。なお、消防団屯所と併

設のため、両施設一緒に検討する。 

31 西花園地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次 

地域住民の利用施設であることから、継続利用

とする。ただし、町内会等での施設の維持管理

が困難又は利用率が著しく低下した場合は、統

合又は廃止を検討する。 

32 幸町地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第２次 

33 緑町地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次 

34 千代田町地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第２次 

35 花園町地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次 

36 さつきヶ丘地区コミュニティ集会施設  継続利用 Ａ 第１次 



25 

 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

37 下久保地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第２次 

地域住民の利用施設であることから、継続利用

とする。ただし、町内会等での施設の維持管理

が困難又は利用率が著しく低下した場合は、統

合又は廃止を検討する。 

38 桜町地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次 

39 日の出地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次以降 

40 南山地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第２次 

41 南町地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次 

42 泉町地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次 

43 新町地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第２次 

44 木崎野地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次 

45 北園堀口地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次 

46 中央町一丁目地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次以降 

47 三川目地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次 

48 淋代地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次 

49 松ヶ丘・自由ヶ丘地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次以降 

50 新森地区コミュニティ集会施設 継続利用 Ａ 第３次以降 

51 古間木地区高齢者能力活用センター  継続利用 Ａ 第３次 

52 三沢市平畑農民研修所 廃止 ― ― 
現在研修所としての機能を果たしていないこと

から、廃止とする。 

53 三沢市塩釜農民研修所 継続利用 Ａ 第１次 地域住民の利用施設であることから、継続利用

とする。ただし、町内会等での施設の維持管理

が困難又は利用率が著しく低下した場合は、統

合又は廃止を検討する。 54 三沢市谷地頭農民研修所 継続利用 Ａ 第１次 

55 三沢市東部農民研修所 民間譲渡 ― ― 
特定の団体のみが利用していることから、民間

譲渡の方向で継続協議する。 

56 鹿中地域集会所 継続利用 Ａ 第２次 地域住民の利用施設であることから、継続利用

とする。ただし、町内会等での施設の維持管理

が困難又は利用率が著しく低下した場合は、統

合又は廃止を検討する。 

57 細谷地域集会所 継続利用 Ａ 第１次 

58 織笠地域集会所 継続利用 Ａ 第１次 

59 
市民活動ネットワークセンターみさわ 

（そだなす館） 
継続利用 Ａ 第１次 

地域住民の利用施設であることから、継続利用

とする。ただし、利用率が著しく低下した場合

は、廃止を検討する。 

60 新森地区ふれあい交流館 継続利用 Ａ 第３次以降 

地域住民の利用施設であることから、継続利用

とする。ただし、町内会等での施設の維持管理

が困難又は利用率が著しく低下した場合は、統

合又は廃止を検討する。 

61 あじさい広場集会施設 継続利用 Ａ 第３次以降 

62 こがね公園集会施設 継続利用 Ａ 第２次 

63 滝ノ沢公園集会施設 継続利用 Ａ 第２次 

64 松園公園集会施設 継続利用 Ａ 第３次以降 
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第２項 文化施設 

（１） 現状と課題 

 公会堂は、市内唯一の大ホールを備えた施設であり、文化・芸術活動の中心拠点としての役

割を担っています。なお、公会堂は中央公民館との複合施設であり、中央公民館と一体的に指

定管理者制度によって運営しています。 

なお、建築から 30 年以上を経過していることもあり、施設の計画的な改修の実施が求められ

ます。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 今後の長期的な利用を見据え、施設の長寿命化を図る観点から、計画的な改修及び更新を行

います。なお、将来の建替えの際には、利用実態や他の代替機能を有する施設との集約化や複

合化について検証する等、施設の最適な在り方を検討します。 

【維持管理の適正化】 

 大規模な集客施設であるため、利用者の安全確保や維持管理費の低減化を図る観点から、設

備や躯体の点検及び改修を適切に実施します。更新に多額の費用を要する特殊な舞台設備等に

ついては、更新の際には費用対効果を踏まえて使用の中止や撤去も検討します。 

また、指定管理者制度の適正な運用に努め、利用者の声等も踏まえて主催事業も含めたサー

ビスの改善を図り、施設の有効活用を図ります。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市公会堂・三沢市立中央公民館  継続利用 Ａ 第１次 

広く住民が利用し、また市内に代替施設がない

ことから、継続利用とする。ただし、建替えが必

要となった場合は、規模縮小を検討する。 
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第３節 社会教育系施設 

【施設一覧】 

中分類名 連番 施設名称 延床面積（㎡） 建築年度 主構造 

図書館 1 三沢市立図書館 1,750.68 S57(1982) RC 造 

博物館等 1 三沢市歴史民俗資料館 604.01 S56(1981) RC 造 

 2 先人記念館 1,525.80 H5(1993) RC 造 

 3 三沢市寺山修司記念館 832.81 H8(1996) RC 造 

その他社会教育 1 市民の森趣味の家 392.38 H2(1990) 木造 

施設 2 三沢市国際交流教育センター 5,847.30 H15(2003) RC 造 

※建築年度が複数の場合には、主要建築物の年度を表記しています。 

【施設位置図】 
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第１項 図書館 

（１） 現状と課題 

 図書館は、幅広い世代の教育・文化活動の振興を図る役割を担っており、指定管理者制度に

よって運営しています。今後の人口減少を見据え、入館者数、登録者数及び年間貸出冊数の維

持向上を図る観点から、魅力的な自主事業イベントの実施がますます重要となっています。 

建築から 30 年以上が経過し、施設の老朽化が進行する中で、これまで以上に施設の有効活用

と利用者の安全性確保を図るための各種の改修工事の実施が必要となっています。 

なお、耐震診断は実施済みで、耐震工事は不要であるとの結果が出ています。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 今後の長期的な利用を見据え、施設の長寿命化を図る観点から、計画的な改修及び更新を行

います。また、図書サービスの充実を図る観点から、施設機能の分散（一部移設）や交通アク

セスの改善、駐車場の確保等の利便性の向上等、施設の最適な在り方について検討します。 

【維持管理の適正化】 

 快適で安全な図書館の利用を図るため、財政負担の軽減を図りつつ、様々な設備や備品類の

改修や更新を適切に実施します。また、自主事業も含めたサービスの向上を図り、施設の有効

活用に努めます。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市立図書館 統合 ― ― 
維持管理費用削減の観点から、市役所周辺施

設と統合する。 
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第２項 博物館等 

（１） 現状と課題 

博物館等は、市の歴史や文化を後世に伝え残すことや、三沢市の魅力を市内外に広める役割

を担っています。 

寺山修司記念館及び先人記念館は、建築から 20 年程度を経過しており、大規模改修時期を控

えているため、改修計画の策定が必要です。 

歴史民俗資料館は、建築から 30 年以上を経過し、老朽化が進行していますが、今のところ大

規模改修が必要な箇所は生じていません。ただし、今後の施設の活用の在り方と合わせて、将

来の維持更新の方針を検討する時期に来ています。 

寺山修司記念館、先人記念館及び歴史民俗資料館は指定管理者制度によって運営しています。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 博物館等としての機能や意義を踏まえつつ、地域人口の減少に伴う来館者数の減少を見据え

て、施設の移設・集約化・複合化等、将来の在り方について検討します。 

【維持管理の適正化】 

 来館者の安全確保、展示物や保管物の適切な管理を行うため、設備や躯体の定期的な点検や

改修を計画的に実施し、施設の機能維持と有効活用を図ります。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市歴史民俗資料館 統合 ― ― 
維持管理費用削減の観点から、市内の同種類

似施設と統合する。 

2 先人記念館 継続利用 Ｃ 第３次 

「斗南藩記念観光村」の構成施設の一部であ

り、市内に同種類似施設がないことから、継

続利用とする。 

3 三沢市寺山修司記念館 継続利用 Ｃ 第３次 
寺山修司に特化した施設であり、市内に同種

類似施設がないことから、継続利用とする。 
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第３項 その他社会教育施設 

（１） 現状と課題 

 国際交流教育センターは、交流棟、情報提供棟及び宿泊棟の 3 つの棟からなり、各種の研修

や団体活動の場として市内外の住民に広く利用されています。建築から 15年程度が経過し、建

物には今のところ大規模改修が必要な箇所は生じていませんが、設備類については耐用年数を

超えて不具合が発生する回数が増えていることから、各種設備類の計画的な改修・更新が必要

です。 

 市民の森趣味の家は、陶芸や各種講座の場として利用され、地域に開かれた生涯学習の場と

して機能し、指定管理者制度により運営しています。建築から 25年以上経過し、設備関係の老

朽化が進んでいることから、計画的な改修が必要です。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 当面は現状を維持しつつも、今後の大規模改修や建替え等の実施にあたっては、施設の移設・

集約化・複合化等を視野に入れて、将来の在り方について検討します。 

【維持管理の適正化】 

 各種設備類の保守点検や改修を計画的に実施し、施設の機能維持に努めます。 

 指定管理者制度の対象施設は、制度の適切な運用を図り、各種講座の充実や施設の有効活用

に努めます。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 市民の森趣味の家 継続利用 Ｃ 第３次 

「三沢市民の森」の構成施設の一部であり、周

辺に同種類似施設がないことから、継続利用と

する。 

2 三沢市国際交流教育センター 継続利用 Ｂ 第３次以降 
市内に同種類似施設がないことから、継続利用

とする。 
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第４節 スポーツ・レクリエーション系施設 

【施設一覧】 

中分類名 連番 施設名称 延床面積（㎡） 建築年度 主構造 

スポーツ施設 1 三沢市総合体育館 4,146.64 S50(1975) RC 造 

 2 三沢市武道館 3,041.84 S57(1982) SRC 造 

 3 滝の沢市民プール 1,059.92 H 元（1989) S 造 

 4 三沢市屋内温水プール 1,626.97 H8(1996) RC 造 

 5 三沢市民運動広場 845.88 S59(1984) RC 造 

 6 三沢市南山多目的ふれあい広場    

細分化 6-1 三沢市南山テニスコート（管理棟） 332.80 H13(2001) S 造 

細分化 6-2 三沢アイスアリーナ 7,677.29 H7(1995) RC 造 

細分化 6-3 三沢市南山屋外運動場 1,472.04 H13(2001) RC 造 

追加 6-4 三沢市国際交流スポーツセンター 9,460.89 H28(2016) RC 造 

 7 三沢市屋内ゲートボール場 1,726.06 H2(1990) S 造 

 8 市民の森総合運動場（管理棟） 379.65 S49(1974) CB 造 

 9 三沢市園沢テニスコート（倉庫） 4.55 H12(2000) 軽量 S 造 

 10 旧フィールドアスレチック（管理棟） 134.90 S53(1978) 木造 

レクリエーション 1 三沢市小川原湖水浴場 712.82 H6(1994) 木造 

施設 2 三沢オートキャンプ場 716.25 H8(1996) 木造 

 3 市民の森レストハウス 600.83 S52(1977) RC 造 

 4 レストラン及び生産物直売所 69.56 H10(1998) 木造 

削除(東屋) 5 国際交流野外活動広場 18.00 H14(2002) 木造 

 6 総合案内施設（くれ馬ぱ～く） 988.10 H18(2006) 木造 

保養施設 1 市民の森温泉浴場 788.10 H4(1992) S 造 

 2 市民の森やすらぎ荘 603.40 S56(1981) RC 造 

※建築年度が複数の場合には、主要建築物の年度を表記しています。 

【施設位置図】 
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第１項 スポーツ施設 

（１） 現状と課題 

スポーツ施設は、屋内型施設と屋外型施設を設け、スポーツの振興と市民の健康増進を図っ

ており、指定管理者制度によって運営している施設が多くを占めます。 

なお、学校施設のスポーツ利用を目的とした一般開放によっても、スポーツ施設の機能の補

充を図っています。 

 スポーツ施設は、建築から 20 年程度を経過した施設が多くを占めており、一部には老朽化が

著しく進行した施設もあることから、計画的な改修や工事期間中の代替施設の確保等について

検討を行う必要があります。 

 平成 29年（2017）10 月から三沢市国際交流スポーツセンターが供用開始しています。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 将来人口の減少や少子高齢化に伴う利用需要の変化を見据え、計画的な更新と財政負担の軽

減を図る観点から、同種類似施設の集約化や既存の他施設の用途変更等を含めて、施設の最適

な在り方について検討します。 

【維持管理の適正化】 

 サービスの維持向上と利用者の安全確保を図る観点から、設備類の点検や改修を計画的に実

施します。また受益者負担の原則を徹底し、今後の老朽化対策や設備の更新に伴う財政負担に

見合うように、使用料の適正化についても検討します。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市総合体育館 廃止 ― ― 
市内に同種類似施設があり、耐震性に問題があ

ることから、廃止とする。 

2 三沢市武道館 継続利用 Ｂ 第１次 
市内に武道に特化した施設がほかにはないこと

から、継続利用とする。 

3 滝の沢市民プール 廃止 ― ― 
市内に同種類似施設があり、稼働率も低く老朽

化も著しいことから、廃止とする。 

4 三沢市屋内温水プール 継続利用 Ａ 第１次 

広く住民が利用する施設であり、また稼働率の

低い滝の沢市民プールを廃止することで、市内

に同種類似の公共施設がなくなることから、継

続利用とする。 

5 三沢市民運動広場 継続利用 Ｃ 第３次 
周辺地域に同種類似施設がないことから、継続

利用とする。 

6-1 
三沢市南山テニスコート 

（管理棟） 
継続利用 Ｂ 第２次 

利用者数が多い施設であることから、継続利用

とする。 

6-2 三沢アイスアリーナ 継続利用 Ｂ 第１次 利用者数が多く、市内に同種類似施設がないこ

とから、継続利用とする。 6-3 三沢市南山屋外運動場 継続利用 Ｂ 第３次 

6-4 三沢市国際交流スポーツセンター 継続利用 Ｂ 第３次以降 

総合体育館の老朽化に伴い、国際試合が可能

な規格を満たす施設として新たに設置された施

設であることから、継続利用とする。 
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連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

7 三沢市屋内ゲートボール場 継続利用 Ｂ 第３次以降 
利用者数が多く、市内に同種類似施設がないこ

とから、継続利用とする。 

8 
市民の森総合運動場 

（管理棟） 
継続利用 Ｃ 第３次 

「三沢市民の森」の構成施設の一部であり、周

辺に同種類似施設がないことから、継続利用と

する。 

9 
三沢市園沢テニスコート 

（倉庫） 
継続利用 Ｃ 第３次 

学校に隣接した施設であり、生徒が利用してい

ることから、継続利用とする。 

10 
旧フィールドアスレチック 

（管理棟） 
継続利用 Ｆ ― 

現在用途廃止となっているが周辺施設の倉庫と

して使用していることから、中規模修繕又は建

替えが必要となった時点で廃止とする。 

※連番は「施設一覧」と同一としています。 
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第２項 レクリエーション施設 

（１） 現状と課題 

レクリエーション施設は、屋内型施設と屋外型施設が一体となって施設の機能を発揮してい

ますが、遊具等の付帯設備も多く、維持管理の対象が広範に及びます。 

 レクリエーション施設は、観光振興や市民の余暇の充実を図る観点から、市が主体となって

施設整備を進めてきましたが、今後の人口減少や少子高齢化に伴う利用需要の変化を見据えた、

施設の在り方について検討を行う必要があります。 

なお、指定管理者制度によって運営している施設が多くを占めます。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 将来の人口減少や少子高齢化に伴う利用需要の変化を見据え、財政負担を軽減する観点から、

施設の規模の縮小や集約化を進めるなど、将来の施設の在り方について検討します。 

【維持管理の適正化】 

 サービスの維持と利用者の安全確保を図る観点から、設備類の点検診断や改修を計画的に実

施します。使用頻度の低い設備類や更新費用の財政負担が大きい設備類については、使用中止

や撤去を検討します。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市小川原湖水浴場 継続利用 Ｃ 第３次 市内に同種類似施設がないことから、継続利用

とする。 2 三沢オートキャンプ場 継続利用 Ｃ 第３次 

3 市民の森レストハウス 継続利用 Ｃ 第３次 

「三沢市民の森」の構成施設の一部であり、利

用者数が多い温泉浴場と一体となった施設であ

ることから、継続利用とする。 

4 レストラン及び生産物直売所 継続利用 Ｆ ― 

特定の団体のみが利用していることから、中規

模修繕又は建替えが必要となった時点で利用

者と協議の上、民間譲渡又は廃止を検討する。 

6 総合案内施設（くれ馬ぱ～く）  継続利用 Ｂ 第２次 

「斗南藩記念観光村」の構成施設の一部であ

り、道の駅として重要な役割を果たしていること

から、継続利用とする。 

※連番は「施設一覧」と同一としています。 
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第３項 保養施設 

（１） 現状と課題 

保養施設は、「三沢市民の森」内に位置し、観光振興や団体活動の利用を目的として設置して

います。 

市民の森やすらぎ荘は宿泊施設であり、市民の森温泉浴場は、やすらぎ荘に併設された公衆

浴場であり、いずれも指定管理者制度により運営しています。 

各施設ともに大規模改修時期の到来が迫っており、施設の有効活用を含めた将来の在り方を

検討する必要があります。 

なお、公営の施設であることもあり、同種の民間施設と比べると利用料金は低額に設定され

ています。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 将来の人口減少や少子高齢化に伴う利用需要の変化を見据え、財政負担を軽減する観点から、

施設の規模の縮小や集約化を進める等、将来の施設の在り方について検討します。 

なお、検討にあたっては、市民の森に設置されている他施設の方向性も含めて総合的な検討

を行います。 

【維持管理の適正化】 

 宿泊施設や浴場施設については特殊設備が多いことから、特に利用者の安全確保や施設の機

能維持を図る観点から点検診断や改修を計画的に実施します。 

 公益性の観点を踏まえつつも、受益者負担の原則を徹底し、今後の老朽化対策や設備の更新

に伴う財政負担に見合った、使用料の適正化についても検討します。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 市民の森温泉浴場 継続利用 Ｂ 第２次 
利用者数が多く、周辺に同種類似施設がないこ

とから、継続利用とする。 

2 市民の森やすらぎ荘 継続利用 Ｆ ― 

「三沢市民の森」の構成施設の一部ではある

が、行政需要が低く、民間施設での対応も可能

であることから、大規模改修等や建替えが必要

となった時点で廃止とする。 

 

 

  



36 

 

第５節 産業系施設 

【施設一覧】 

中分類名 連番 施設名称 延床面積（㎡） 建築年度 主構造 

産業系施設 1 三沢市野菜集出荷所 408.24 S53(1978) S 造 

 2 三沢市営牧場 1,073.84 S38(1963) 木造 

 3 仏沼牧野関連施設 7.18 H16(2004) 木造 

 4 三沢市食肉処理センター 9,413.66 H5(1993) RC 造 

 5 三沢市農産物加工施設 599.21 H24(2012) S 造 

 6 三沢市コミュニティマーケット 1,463.73 H7(1995) S 造 

 7 三沢市商工会館 1,466.53 S53(1978) RC 造 

 8 三沢市新産業創造支援センター 2,275.45 H7(1995) RC 造 

 9 旧三沢市労働福祉会館 228.60 H4(1992) 木造 

 10 三沢職業能力開発校 851.60 S54(1979) S 造 

 11 三沢市勤労青少年ホーム 631.15 S46(1971) RC 造 

 12 三沢市働く婦人の家 612.66 S57(1982) RC 造 

 13 三沢市漁民研修センター 1,300.03 H26(2014) RC 造 

 14 三沢市漁民厚生施設 198.74 H26(2014) 木造 

 15 漁船用給油施設 20.00 H 元（1989) RC 造 

 16 製氷・貯氷・給氷施設 887.60 H 元（1989) RC 造 

 17 荷さばき施設 1,956.00 H3(1991) RC 造 

追加 17-2 計量施設 108.00 H2(1990) RC 造 

 18 漁船用捲揚施設 99.37 H23(2011) 木造 

 19 漁港用環境施設（北部トイレ） 24.27 H25(2013) 木造 

削除 
(H29 年 4 月 
民間譲渡済) 

20 港町地区仮設漁具倉庫 1,649.92 H23(2011) S 造 

21 港町地区仮設漁箱倉庫 508.03 H23(2011) RC 造 

22 港町地区仮設巻揚機倉庫 82.69 H23(2011) RC 造 

23 仮設漁業生産組合作業所兼事務所 810.68 H23(2011) RC 造 

※建築年度が複数の場合には、主要建築物の年度を表記しています。 

【施設位置図】 
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（１） 現状と課題 

 産業系施設は、商工、農業、畜産業及び漁業の振興を目的として各種施設を設置し、指定管

理者制度によって運営している施設が多くを占めます。 

 産業系施設には、実質的に特定の利用団体の活動拠点として占用されている施設もあり、公

の施設としての在り方については、定期的な見直しが必要です。 

 近年では、東日本大震災に伴う津波被害からの復旧を目的とした漁業関連施設の整備、畜産

業の機能強化を目的とした食肉処理センターの整備、三沢市魚市場高度衛生化基本計画に基づ

く屋外施設の屋根設置工事等、大規模な施設整備を実施しています。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 施設の使用実態、社会経済情勢や産業従事者の人口動向等を見据えて、施設の規模の適正化

や統廃合を進めるなど、将来の在り方を検討します。とくに、公の施設としての使用実態が低

下している施設については、用途変更や用途廃止を含めた検討を行います。 

【維持管理の適正化】 

 高度な維持管理を要する設備類については、中長期的な改修計画に基づいて、適切な改修や

更新を実施し、施設の機能維持と有効活用を図ります。漁業関連施設は、三沢市魚市場高度衛

生化基本計画に基づく改修を行い、以後の維持管理に伴う点検等を計画的に実施します。 

 倉庫や貸館については、利用団体による主体的な管理を徹底し、市の財政負担の軽減を図り

ながら、効率的な維持管理を推進します。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市野菜集出荷所 継続利用 Ｆ ― 

特定の団体のみが利用していることから、大規

模改修等や建替えが必要となった時点で利用

者と協議の上、民間譲渡又は廃止を検討する。 

2 三沢市営牧場 継続利用 Ｄ 第２次 

畜産分野において必要性の高い施設であり、農

業経営の安定に寄与するため、継続利用とす

る。 

3 仏沼牧野関連施設 継続利用 Ｄ 第２次 代替施設がないことから、継続利用とする。 

4 三沢市食肉処理センター 継続利用 Ｂ 第２次 
市内に同種類似施設がないことから、継続利用

とする。 

5 三沢市農産物加工施設 継続利用 Ｄ 第３次以降 
給食センターとの一体施設となっていることか

ら、給食センターと同様に継続利用とする。 

6 三沢市コミュニティマーケット 継続利用 Ｃ 第３次 
市内に同種類似施設がないことから、継続利用

とする。 

7 三沢市商工会館 継続利用 Ｆ ― 

特定の団体のみが利用していることから、大規

模改修等や建替えが必要となった時点で利用

者と協議の上、民間譲渡又は廃止を検討する。 

8 三沢市新産業創造支援センター 継続利用 Ｃ 第３次以降 
市内に同種類似施設がないことから、継続利用

とする。 
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連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

9 旧三沢市労働福祉会館 廃止 ― ― 
設置目的の意義が低下したことから、廃止とす

る。 

10 三沢職業能力開発校 継続利用 Ｃ 第３次 

市内に同種類似施設がないことから、継続利用

とする。ただし、生徒の減少等により必要性が著

しく低下した場合は、廃止を検討する。 

11 三沢市勤労青少年ホーム  統合 ― ― 市役所周辺に同種類似施設が複数あることか

ら、それら施設と統合する。 12 三沢市働く婦人の家 統合 ― ― 

13 三沢市漁民研修センター 民間譲渡 ― ― 特定の団体のみが利用していることから、民間

譲渡とする。 14 三沢市漁民厚生施設 民間譲渡 ― ― 

15 漁船用給油施設 継続利用 Ｄ 第３次以降 

特定の者を対象とした施設ではあるが代替施設

がないことから、継続利用とする。ただし、水揚

げ量等が良好になった際に民間譲渡を検討す

る。 

16 製氷・貯氷・給氷施設 継続利用 Ｄ 第３次以降 

17 荷さばき施設 継続利用 Ｄ 第３次以降 

17-2 計量施設 継続利用 Ｄ 第３次以降 

18 漁船用捲揚施設 継続利用 Ｄ 第３次以降 

19 漁港用環境施設（北部トイレ） 継続利用 Ｄ 第３次以降 

※連番は「施設一覧」と同一としています。 
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第６節 子育て支援施設 

【施設一覧】 

中分類名 連番 施設名称 延床面積（㎡） 建築年度 主構造 

保育所 1 三沢市立中央保育所 793.95 S39(1964) RC 造 

幼児・児童施設 1 三沢市夢ふれあい館 309.15 H10(1998) 木造 

 2 三沢市立上久保児童センター 599.99 H3(1991) RC 造 

 3 三沢市立織笠児童館 299.89 H17(2005) 木造 

 4 三沢市立松原児童センター 309.12 S56(1981) RC 造 

 5 三沢市立岡三沢児童館 243.46 H8(1996) 木造 

 6 三沢市立古間木児童センター 362.57 H9(1997) 木造 

 7 三沢市立三沢児童館 412.83 H11(1999) 木造 

 8 三沢市立おおぞら児童センター 391.60 H14(2002) RC 造 

 9 三沢市立しおさい児童館 295.63 H16(2004) 木造 

 10 三沢市立木崎野児童クラブ 357.79 H24(2012) 木造 

※建築年度が複数の場合には、主要建築物の年度を表記しています。 

【施設位置図】 

 

  

 
 （※）施設内建物の建築年度が複数の場合には、最古と最新の年度を併記しています（3 時期以上の場合は「～」にて表記）。 
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第１項 保育所 

（１） 現状と課題 

中央保育所は、従来は市の直営施設でしたが、現在は指定管理者制度に移行しています。 

 園舎は建築から 50 年以上を経過しているため、修繕や設備の更新が追い付かず、躯体を中心

として老朽化が著しく進行しています。 

 市内には民間の保育所・幼稚園・認定こども園が存在しますが、幼稚園児は減少傾向にある

一方で、保育所は定員並みの一定数で推移しており、保育所に対する高いニーズがうかがえま

す。なお、子ども・子育て支援事業の拡充を図る観点から、関係機関との連携が不可欠です。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 当面は保育事業の拡充を図る観点から、現状の施設の長期利用を前提とした施設の改修を計

画的に実施します。ただし、将来人口の減少に伴う保育需要の見通しを踏まえて、公立保育所

の意義を検証した上で、施設の縮小・廃止、民間譲渡等の将来の在り方を検討します。 

【維持管理の適正化】 

 園児の安全確保と快適な保育環境の整備を図る観点から、設備や遊具等の工作物について、

点検診断や改修を計画的に実施します。 

 指定管理者制度の適切な運用に努め、子ども・子育て支援事業の拡充を踏まえて、関係機関

との連携を図りながらサービスの維持向上を図ります。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市立中央保育所 継続利用 Ｆ ― 

現在の人員を民間施設で受け入れるのは困難

であることから、継続利用とする。当該施設は、

建物が県からの条件付き無償譲渡、土地が県

所有となっていることから、建替え等が必要とな

った時点で民間施設での人員受け入れが可能

な場合は、廃止を検討する。 
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第２項 幼児・児童施設 

（１） 現状と課題 

夢ふれあい館は、保育機能と地域交流施設としての機能を併せ持つ施設です。 

児童館には、小型児童館（児童館、児童クラブ）のほか、児童センター（体力増強を図るた

めの運動スペースがあり、指導員も配置）があり、指定管理者制度により運営しています。 

児童館は、各小学校の学区ごとに設置されていますが、放課後児童がいない時間帯には、子

育て中の親と乳幼児を支援する子育て支援活動を実施する施設もあります。 

建築から 10 年又は 20 年程度を経過した施設が多く、今後は大規模改修等の実施時期が集中

する可能性があり、計画的な改修に備える必要があります。なお、子ども・子育て支援事業の

拡充を図る観点から、関係機関との連携が不可欠です。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 幼児・児童の人口の見通しを踏まえ、学校施設の在り方の検討状況も踏まえつつ、児童館等

の集約化、縮小及び移設等など、将来の在り方を検討します。 

【維持管理の適正化】 

 幼児・児童の安全確保と快適な施設環境の整備を目的として、点検診断や改修を計画的に実

施します。また、子ども・子育て支援事業に係る関係機関との連携を図り、施設の有効活用を

推進します。 

児童館は、指定管理者制度の適切な運用を図り、維持管理費用の低減とサービスの維持向上

に努めます。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市夢ふれあい館 継続利用 Ａ 第３次 

地域児童の利用施設であり、公立であることの

意義が高い施設であることから、継続利用とす

る。ただし、委託先による施設の維持管理が困

難又は利用率が著しく低下した場合は、廃止を

検討する。 

2 三沢市立上久保児童センター 継続利用 Ａ 第３次以降 

地域児童の利用施設であり、代替施設がなく必

要性が高い施設であることから、継続利用とす

る。ただし、児童の減少や学校施設の状況が大

きく変化した場合には、統合を検討する。 

3 三沢市立織笠児童館 継続利用 Ａ 第１次 

4 三沢市立松原児童センター 継続利用 Ａ 第３次 

5 三沢市立岡三沢児童館 継続利用 Ａ 第２次 

6 三沢市立古間木児童センター 継続利用 Ａ 第３次以降 

7 三沢市立三沢児童館 継続利用 Ａ 第２次 

8 三沢市立おおぞら児童センター 継続利用 Ａ 第３次以降 

9 三沢市立しおさい児童館 継続利用 Ａ 第３次 

10 三沢市立木崎野児童クラブ 継続利用 Ａ 第３次 
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第７節 保健・福祉施設 

【施設一覧】 

中分類名 連番 施設名称 延床面積（㎡） 建築年度 主構造 

保健施設 1 三沢市保健相談センター 1,463.44 S57(1982) RC 造 

高齢福祉施設 1 三沢市老人福祉センター 750.35 S49(1974) RC 造 

 2 旧三沢市生きがいセンター 338.51 S56(1981) 軽量 S造 

その他社会福祉施設 1 三沢市総合社会福祉センター 3,808.78 H14(2002) RC 造 

※建築年度が複数の場合には、主要建築物の年度を表記しています。 

【施設位置図】 
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第１項 保健施設 

（１） 現状と課題 

 保健相談センターは、各種のがん検診や乳幼児健診、研修や講座等、保健指導や健康推進に

係る様々な事業を実施しています。 

 各種の事業実施にあたっては、安全で快適な施設環境の整備が必須であるとともに、医療機

関や子育て施設等の関係機関との連携が求められます。 

また、建築から 30 年以上を経過しているため老朽化が著しく、毎年度経常的に実施している

修繕では対策が追い付かず、大規模改修や建替えの方向性等について検討が必要です。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 今後とも中長期的な視点から存続を図る施設ですが、将来の人口減少や少子高齢化に伴う利

用需要の変化を見据え、施設の分散化（機能の一部移設）や他施設との複合化による建替え等、

将来の在り方を検討します。 

【維持管理の適正化】 

 安全で快適な施設環境の整備を進め、利用者の安全確保を図る観点も重視し、点検診断や改

修を計画的に実施します。 

 医療機関や子育て施設等の関係機関との連携を図り、サービスの維持向上と施設の有効活用

を図ります。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市保健相談センター 継続利用 Ｃ 第２次 
市内に同種類似施設がなく、行政需要が高いこ

とから、継続利用とする。 
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第２項 高齢福祉施設 

（１） 現状と課題 

三沢市生きがいセンターは、市民の森に位置し、創造的活動と積極的な社会活動を展開する

ための技術普及の場としての機能をもち、高齢者等に各種技術を指導することにより、心身の

健康と生きがいの助長につながる便宜を図るための施設として利用されていましたが、現在用

途廃止となっています。 

老人福祉センターは、市民の森に位置し、大広間及び軽トレーニング室を配置し、主に自治

会や老人クラブによって利用されています。 

 各施設は、建築から 35年以上を経過しており、大規模改修や建替え等の検討が必要な時期に

きています。 

 なお、老人福祉センターは指定管理者制度により運営しています。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 今後の老年人口の増加に伴う利用需要の拡大を見据えつつ、施設の使用実態や老朽化状況を

踏まえて、用途変更、移設、他施設との複合化等を含めて、将来の在り方を検討します。 

【維持管理の適正化】 

 維持管理費用の低減を図りつつ、利用者への安全で快適なサービスの提供を目指し、指定管

理者制度の適切な運用に努めます。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市老人福祉センター 継続利用 Ｃ 第３次 

「三沢市民の森」の構成施設の一部であり、利

用者数が多い温泉浴場と一体となった施設であ

ることから、継続利用とする。 

2 旧三沢市生きがいセンター 継続利用 Ｆ ― 

現在周辺施設の倉庫として使用しており、本来

の設置目的に即していないことから、中規模修

繕又は建替えが必要となった時点で廃止とす

る。 
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第３項 その他社会福祉施設 

（１） 現状と課題 

総合社会福祉センターは、福祉関係機関、団体等が相互に連携し福祉の増進を目的とした地

域参加型の施設であり、福祉のまちづくりの拠点としての役割を担っています。 

 また、施設内には高齢者の介護予防、いきがいづくり対策として、いきいきデイセンターに

おいて通所サービスを実施しています。おおぞら児童センターも複合施設として設置していま

す。 

 なお、建築から 15年程度を経過していますが、今のところ目立った不具合はなく、今後の計

画的な改修等により施設の長期的な利用を図る必要があります。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 将来の人口減少や少子高齢化に伴う利用需要の変化を見据え、施設内の各種貸室の有効活用

を図る観点から、複合施設としての将来の在り方を検討します。 

【維持管理の適正化】 

 児童や高齢者まで幅広い市民の利用に供される施設であることから、安全確保や快適な施設

環境の整備を図るために、点検診断や改修を計画的に実施します。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市総合社会福祉センター 継続利用 Ｃ 第３次以降 
市民の利用もあり、行政需要が高いことから、継

続利用とする。 
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第８節 医療施設 

【施設一覧】 

中分類名 連番 施設名称 延床面積（㎡） 建築年度 主構造 

医療施設 1 三沢市立三沢病院 20,452.61 H21(2009) PCaPC 造 

※建築年度が複数の場合には、主要建築物の年度を表記しています。 

【施設位置図】 

 
 

（１） 現状と課題 

 三沢市立三沢病院は昭和 33 年（1958）10 月の発足以来、上十三地域における中核病院とし

て地域住民の医療需要に応えています。 

 旧病院の老朽化、防音機能の強化、各種スペースの拡張等への対応を図るため、平成 22 年

（2010）11 月に移転新築により新病院を開院しました。 

 また、経営の機動性、迅速性の発揮、自立性の拡大等を図ることを目的に、平成 25 年（2013）

4 月から病院事業管理者を設置した地方公営企業法の全部適用に経営形態を移行しました。 

なお、平成 27 年（2015）3 月には総務省から新たな公立病院改革ガイドラインが示され、さ

らに平成 28 年（2016）3月に県から「青森県地域医療構想」が示されたため、これらのガイド

ライン等との整合を図りながら運営の改善に取り組んでいます。 

 なお、移転から 10年を迎え、今のところ目立った不具合はなく、今後は安全確保を図る観点

からも、施設の計画的な維持管理が求められます。 
 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 現段階では、施設の大幅な拡張や移設等は予定していません。今後も国や県等の計画類との

整合を図りながら、現在の施設の中長期的な活用を見据えた維持更新を図ります。 

【維持管理の適正化】 

地域における保健医療福祉の一体的サービス提供のための拠点機能を有していることから、

市の公共施設を含む関係機関との連携を図り、公立病院としての特性を活かしたサービス提供

を行います。 
 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市立三沢病院 継続利用 Ａ 第３次以降 

地域における保健医療福祉の一体的サービス

提供のための拠点施設であり、重要な役割を果

たしていることから、継続利用とする。 
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第９節 行政系施設 

【施設一覧】 

中分類名 連番 施設名称 延床面積（㎡） 建築年度 主構造 

庁舎等 1 三沢市役所 7,219.84 S46(1971) SRC 造 

 2 三沢市役所分庁舎 391.22 S50(1975) S 造 

 3 第二庁舎（旧水道庁舎） 383.39 S41(1966) RC 造 

 4 上下水道庁舎 1,488.03 S63(1988) S 造 

1 に含む 5 公用車用車庫 275.00 S48(1973) S 造 

消防施設 1 三沢市消防総合庁舎 2,600.13 S56(1981) SRC 造 

 2 三沢市消防署北出張所 294.49 H4(1992) 木造 

 3 消防訓練施設 373.42 H20(2008) S 造 

 4 第１分団屯所 104.34 S52(1977) 木造 

 5 第２分団屯所 115.93 S55(1980) 木造 

 6 第３分団屯所 103.92 H7(1995) 木造 

 7 第４分団屯所 105.99 S56(1981) 木造 

 8 第５分団屯所 99.37 S57(1982) 木造 

 9 第６分団屯所 122.60 S62(1987) 木造 

 10 第７分団屯所 99.37 H 元（1989) 木造 

 11 第８分団屯所 124.21 S58(1983) 木造 

 12 第９分団屯所 94.81 S61(1986) 木造 

 13 三沢市消防署中央分署(第１０分団屯所) 482.55 S56(1981) SRC 造 

 14 第１１分団屯所 122.56 S58(1983) 木造 

 15 第１２分団屯所 96.88 S59(1984) 木造 

 16 第１３分団屯所 97.71 S60(1985) 木造 

 17 第１４分団屯所 90.80 H22(2010) 木造 

 18 第１５分団屯所 85.29 S63(1988) 木造 

 19 第１６分団屯所 96.15 H20(2008) RC 造 

 20 三沢市消防署古間木出張所(第１７分団屯所) 173.06 S61(1986) 木造 

※建築年度が複数の場合には、主要建築物の年度を表記しています。 

【施設位置図】 
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第１項 庁舎等 

（１） 現状と課題 

市役所は、建築から 40年以上を経過し、随所に要改修箇所が目立つようになっています。 

 平成 24年度（2012）に実施した耐震診断の結果、一部について耐震補強が必要な状況です。 

 施設の老朽化状況を踏まえると、中長期的な視点からは、建替えも視野に入れた今後の在り

方を検討すべき時期に来ています。 

上下水道庁舎をはじめとする、その他の庁舎等は、行政機能の拡張に合わせて施設整備を進

めてきましたが、庁舎分散によって行政事務が非効率となる面や、使用実態が倉庫利用にとど

まっている施設もあることから、施設の集約化や統廃合についても検討が必要です。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 総人口の減少に伴って行政事務の一層の効率化が求められる中、施設の集約化と機能強化を

推進します。とくに、市役所は、老朽化対策や耐震化の費用対効果を検証の上、移設新築も視

野に入れて、将来の在り方について検討します。 

【維持管理の適正化】 

 光熱水費の節約を含めて、引き続き維持管理費用の低減化に努めるとともに、住民サービス

の向上に必要なレイアウトや備品の配置等、庁舎管理に創意工夫を取り入れて、施設の有効活

用を図ります。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市役所 統合 ― ― 
維持管理費用削減の観点から、市役所周辺施

設と統合する。 

2 三沢市役所分庁舎 継続利用 Ｆ ― 

現在特定の団体が利用している上、分庁舎とし

ての機能を果たしていないことから、大規模改

修等や建替えが必要となった時点で廃止とす

る。 

3 第二庁舎（旧水道庁舎） 廃止 ― ― 
現在倉庫としてのみ使用していることから、廃止

とする。 

4 上下水道庁舎 継続利用 Ｄ 第３次以降 行政需要が高いことから、継続利用とする。 
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第２項 消防施設 

（１） 現状と課題 

 三沢市消防総合庁舎のほか、3 箇所に分署及び出張所を設置しています。なお、平成 21 年

（2009）には消防訓練施設を新設しました。 

 消防団は本部以外に 17 分団を組織し、消防団ごとに屯所を設置しています。なお、第 10 分

団屯所は中央分署と、第 17 分団屯所は古間木出張所と、それぞれ施設を共用しています。 

 消防署、分署、出張所及び屯所のいずれの施設も、建築から 30年以上を経過した施設が多数

を占めており、計画的な改修工事が必要です。 

 また、消防団員の高齢化や人口減少を踏まえた組織の維持が求められています。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 消防総合庁舎、分署及び出張所については、機能維持と強化を図る観点から、施設の計画的

な更新を進め、長期的かつ安定的な施設の活用を図ります。 

 消防団の屯所については、将来人口の減少や世帯動向、消防団の再編等を踏まえて、施設の

集約化や移設などの将来の在り方を検討します。 

【維持管理の適正化】 

 今後とも非常時にも持続的に活用するために、点検診断及び改修を計画的に実施します。消

防署、分署及び出張所は一般的に施設利用時間が長時間に及ぶため、省エネ対策等によって光

熱水費をはじめとする維持管理費用の低減化を図ります。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市消防総合庁舎 継続利用 Ｂ 第３次 

市民生活の安全確保のために重要な施設であ

ることから、継続利用とする。 
2 三沢市消防署北出張所 継続利用 Ｃ 第３次 

3 消防訓練施設 継続利用 Ｃ 第３次以降 

4 第１分団屯所 統合 ― ― 

当該施設は移転対象物件であることから他地域

での建替えを予定しているが、維持管理費用削

減の観点から、集会施設と統合する。 

5 第２分団屯所 継続利用 Ｂ 第１次 市民生活の安全確保のために重要な施設であ

ることから、継続利用とする。ただし、人口減少

等による消防団の再編等があった場合は、統合

又は廃止を検討する。また、建替えが必要とな

った際には集会施設との統合を検討する。 

6 第３分団屯所 継続利用 Ｂ 第１次 

7 第４分団屯所 継続利用 Ｂ 第１次 

8 第５分団屯所 継続利用 Ｂ 第２次 

市民生活の安全確保のために重要な施設であ

ることから、継続利用とする。ただし、人口減少

等による消防団の再編等があった場合は、統合

又は廃止を検討する。 

9 第６分団屯所 継続利用 Ｂ 第２次 

市民生活の安全確保のために重要な施設であ

ることから、継続利用とする。ただし、人口減少

等による消防団の再編等があった場合は、統合

又は廃止を検討する。また、建替えが必要とな

った際には集会施設との統合を検討する。 
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連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

10 第７分団屯所 継続利用 Ｂ 第２次 

市民生活の安全確保のために重要な施設であ

ることから、継続利用とする。ただし、人口減少

等による消防団の再編等があった場合は、統合

又は廃止を検討する。なお、集会施設と併設の

ため、両施設一緒に検討する。 

11 第８分団屯所 継続利用 Ｂ 第１次 
市民生活の安全確保のために重要な施設であ

ることから、継続利用とする。ただし、人口減少

等による消防団の再編等があった場合は、統合

又は廃止を検討する。また、建替えが必要とな

った際には集会施設との統合を検討する。 
12 第９分団屯所 継続利用 Ｂ 第３次 

13 
三沢市消防署中央分署 

(第１０分団屯所) 
継続利用 Ｂ 第３次 

市民生活の安全確保のために重要な施設であ

ることから、継続利用とする。 

14 第１１分団屯所 継続利用 Ｂ 第１次 
市民生活の安全確保のために重要な施設であ

ることから、継続利用とする。ただし、人口減少

等による消防団の再編等があった場合は、統合

又は廃止を検討する。また、建替えが必要とな

った際には集会施設との統合を検討する。 
15 第１２分団屯所 継続利用 Ｂ 第１次 

16 第１３分団屯所 継続利用 Ｂ 第３次 

市民生活の安全確保のために重要な施設であ

ることから、継続利用とする。ただし、人口減少

等による消防団の再編等があった場合は、統合

又は廃止を検討する。 

17 第１４分団屯所 継続利用 Ｂ 第３次以降 
市民生活の安全確保のために重要な施設であ

ることから、継続利用とする。ただし、人口減少

等による消防団の再編等があった場合は、統合

又は廃止を検討する。また、建替えが必要とな

った際には集会施設との統合を検討する。 
18 第１５分団屯所 継続利用 Ｂ 第１次 

19 第１６分団屯所 継続利用 Ｂ 第３次以降 

市民生活の安全確保のために重要な施設であ

ることから、継続利用とする。ただし、人口減少

等による消防団の再編等があった場合は、統合

又は廃止を検討する。なお、社会福祉センター

と併設のため、両施設一緒に検討する。 

20 
三沢市消防署古間木出張所 

(第１７分団屯所) 
継続利用 Ｂ 第３次以降 

市民生活の安全確保のために重要な施設であ

ることから、継続利用とする。 
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第１０節 供給処理施設 

【施設一覧】 

中分類名 連番 施設名称 延床面積（㎡） 建築年度 主構造 

清掃センター 1 三沢市清掃センター 5,377.67 S54(1979) SRC 造 

※建築年度が複数の場合には、主要建築物の年度を表記しています。 

【施設位置図】 

 

 

（１） 現状と課題 

 清掃センターは、市内から排出される一般廃棄物を処理しています。 

 現在、令和 5年度（2023）の稼働を目指し、ごみ焼却施設の建設事業を進めています。 

 また、粗大ごみ処理施設は、建設から 30年以上を経過しており老朽化が進行しているため、

平成 26 年度（2014）に策定した「ごみ処理施設基本計画」に基づき、リサイクル率の向上及び

最終処分率の抑制を考慮した整備計画を検討していきます。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

ごみ処理施設基本計画等に沿って、新たな施設におけるごみ処理の適正化を図ります。今後

も活用を続ける既存施設については、ごみ処理に係る計画等を踏まえて、施設規模の適正化を

含めて、将来の在り方を検討します。 

【維持管理の適正化】 

 効率的なごみ処理の実施、環境衛生の維持向上を図る観点から、点検診断及び改修を計画的

に実施します。また、長期的な使用を予定している施設については、長寿命化の観点を踏まえ

た改修を計画的に実施し、維持管理費用の低減化と施設の有効活用を図ります。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市清掃センター 継続利用 Ａ 第１次 

広く住民が利用し、また市内に代替施設がない

ことから、継続利用とする。ただし、人口減少等

を踏まえて、施設規模の適正化を検討する。 
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第１１節 その他建築系公共施設 

【施設一覧】 

中分類名 連番 施設名称 延床面積（㎡） 建築年度 主構造 

火葬場 1 三沢市火葬場 1,691.90 H9(1997) RC 造 

その他建築系 1 三沢市大町ビードル駐車場（屋内） 3,138.76 H11(1999) RC 造 

公共施設 2 三沢市ＣＡＴＶ施設（光ファイバー中継局） 65.68 H2(1990) 軽量 S造 

 3 三沢市交通防犯センター 276.17 H4(1992) 木造 

 4 行政書庫（三沢市新産業創造支援センター内） 687.18 S56(1981) S 造 

 5 下タ沢倉庫（旧食肉処理センター） 348.37 S61(1986) 軽量 S造 

 6 天ケ森倉庫（旧天ケ森小中学校） 1,647.00 S39(1964) RC 造 

 7 コールドステーション 105.70 S34(1959) 木造 

削除 8 東屋 10.00 H4(1992) 木造 

 9 旧北部市民プール 81.23 S55(1980) CB 造 

 10 旧市立病院立体駐車場 864.75 H4(1992) S 造 

 11 市道古間木１０号線（公衆便所等） 635.69 S62(1987) S 造 

※建築年度が複数の場合には、主要建築物の年度を表記しています。 

 

【施設位置図】 
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第１項 火葬場 

（１） 現状と課題 

 火葬場は、4基の火葬炉を有し、平成 10 年（1998）に竣工した施設であり、市内外居住者の

火葬に対応しています。 

 施設の利用については、市内居住者は無料であり、市外居住者は有料としていますが、利用

者の大部分は市内居住者が占めています。 

 また、建築から 20 年以上経過しており、火葬炉、設備等において劣化が進行しているため、

老朽度調査を行い計画的な改修の実施が求められます。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 市内唯一の火葬場であり、将来人口の減少や火葬件数の動向等を見据えて、施設規模の適正

化等、将来の在り方を検討します。 

【維持管理の適正化】 

 長期的な利用を予定しており、施設の機能維持や安全確保の観点から計画的な改修及び効率

的な維持管理の実施に努めます。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 三沢市火葬場 継続利用 Ｂ 第１次 
市内に同種類似施設がないことから、継続利用

とする。 
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第２項 その他建築系公共施設 

（１） 現状と課題 

 使用されていない施設や行政利用を目的とした倉庫等は、売却や集約化等による効率的な管

理の実施が必要不可欠です。 

 また、市民の利用に関係する屋内駐車場や駅の付帯設備については、引き続き関係機関との

連携を図りながら、適切な維持管理を行う必要があります。 

 三沢市 CATV 関連の施設については、局舎のみならず伝送路の耐用年数を踏まえて計画的な維

持管理が求められます。 

 

（２） 公共施設等総合管理計画における基本方針 

【総量及び配置の適正化】 

 今後の人口減少や少子高齢化に伴う利用需要の変化を見据えて、財政負担を軽減する観点か

ら、施設の集約化や統廃合を進めるなど、将来の在り方について検討します。 

【維持管理の適正化】 

 今後も長期利用を予定している施設を中心として、施設の機能維持や安全確保の観点から点

検診断及び改修を計画的に実施します。 

 

（３） 各施設の取組方針 

連番 施設名称 方向性 優先度 時期 方向性の考え方 

1 
三沢市大町ビードル駐車場 

（屋内） 
継続利用 Ｃ 第３次以降 

市内に同種類似施設がないことから、継続利用

とする。 

2 
三沢市ＣＡＴＶ施設 

（光ファイバー中継局） 
統合 ― ― 

三沢市国際交流教育センターからの放送用光

ファイバーと本庁にある光ファイバーを接続して

いる中継局であり、廃止することはできない。維

持管理費用削減の観点から、中継施設を市役

所周辺施設と統合する。 

3 三沢市交通防犯センター  継続利用 Ｄ 第１次 
隣接する駐車場との一体利用であることから、継

続利用とする。 

4 
行政書庫 

（三沢市新産業創造支援センター内） 
継続利用 Ｅ 第２次 

現在行政文書の書庫として使用しており、広さ

から考えてほかに保管する場所がないことから、

継続利用とする。 

5 
下タ沢倉庫 

（旧食肉処理センター） 
継続利用 Ｆ ― 

現在行政文書の書庫として使用しており、ほか

に同種類似施設があることから、中規模修繕又

は建替えが必要となった時点で廃止とする。 

6 天ケ森倉庫（旧天ケ森小中学校） 廃止 ― ― 
現在利用されていないことから、廃止とする。 

7 コールドステーション 廃止 ― ― 

9 旧北部市民プール 廃止 ― ― 
現在用途廃止となっていることから、廃止とす

る。 

10 旧市立病院立体駐車場 廃止 ― ― 

これまで旧市立病院の付属施設として活用され

てきたが、病院機能の移転に加え、経年劣化等

により廃止とする。 

11 
市道古間木１０号線 

（公衆便所等） 
継続利用 Ｂ 第１次 

稼働率が高く、駅を利用するために必要不可欠

な施設であることから、継続利用とする。 

※連番は「施設一覧」と同一としています。  
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第５章 計画の推進について 

第１節 推進体制について 

 本計画の推進にあたっては、計画の進捗管理、施設の現状や財政状況など庁内の情報共有が必

要であることから、庁内の推進組織として設置した「三沢市公共施設等活用検討会議」を活用し、

各部局の連携のもと、公共施設等の総合的かつ計画的な管理の着実な実施を図ります。 

 

 

第２節 市役所周辺施設統合の検討について 

 市役所周辺施設については、方向性を統合としていることから、三沢市公共施設等活用検討会

議に「市役所周辺施設統合検討部会」を設置し、検討を行っています。 

 現段階での検討結果については、以下のとおりです。 

 

（１） 統合施設検討 

 庁舎周辺施設（中央社会福祉センター、勤労青少年ホーム、働く婦人の家、図書館）の今後

の必要性を再検討し、市民にとって利用しやすい、また、職員の効率的な職務遂行が可能とな

るよう施設の統合・廃止を検討します。 

 

（２） 計画工程 

 事業開始時期は、耐用年数及び財産処分等を考慮し、財政負担を抑えるよう計画します。ま

た、関係機関との十分な協議が必要となることから、現時点で約 10 年程度の長期的な事業とな

る見込みです。 

 

（３） 延床面積 

 人口減少を見据え今後の維持管理が可能となるよう、職務室の面積縮小及び既存施設の集約

により供用部を設け規模縮小を図ります。一方で、車椅子対応やバリアフリー化等による通路

の拡幅、多目的トイレの設置等、時代や社会情勢の変化により新たに床面積が必要となる要素

もあることから、これらの事項を総合的に勘案し延床面積の適正化を図ります。 
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第３節 ＰＤＣＡサイクルの推進方針 

 本計画の着実な推進のため、5 年間隔を目途にＰＤＣＡサイクルによる進捗管理（※）を実施し

ます。 

 そのために、各施設の現状や財政状況等を踏まえて、適宜計画を見直し、また、必要に応じて

住民参画を得ながら本計画の確実な実現を目指します。 

 

 

 

（※）PDCA サイクルは、事業活動における生産管理や品質管理などの管理業務を円滑に進める手法の一つです。

「Plan（計画）・Do（実行）・Check（評価）・Action（改善）」の 4段階を繰り返すことによって、業務を継

続的に改善することをいいます。 

  

PLAN(計画)

•計画の策定と更新

•施設の現状把握
（点検・診断）

DO(実行)

•計画に基づき更新等
を実施

CHECK(評価)

•計画の進捗状況の
確認

ACT(改善)

•施設の現状及び財政
状況を踏まえ、計画
の見直し



57 

 

第６章 巻末資料 

第１節 本計画の策定までの流れ 

 

工   程  内   容 

各施設における機能の評価・検証実施  
各施設の公共性、必要性、互換性、民間参入の可能性を 
検証 

１次評価  
機能の評価・検証及び施設の利用状況等から方向性、優先
度、時期を評価 

第１回三沢市公共施設等活用検討会議  会議の設置、計画策定に向けての概要説明 

施設所管課ヒアリング  １次評価に対するヒアリング 

施設の劣化問診  

方向性が『継続利用』の施設について施設所管課による 
劣化状況調査を実施 
※公共建築物定期調査対象外施設のみ 

総合評価（案）  １次評価に施設の劣化状況等を踏まえた総合的な評価（案） 

第２回三沢市公共施設等活用検討会議  総合評価（案）の審議 

三沢市行政経営会議  総合評価の決定 

利用者アンケート・関係機関との調整  
施設の方向性が『継続利用』以外の施設に対する利用者 
アンケート、関係機関との調整を実施 

市役所周辺施設統合検討部会  市役所周辺施設の統合を検討 

施設所管課ヒアリング  
利用者アンケート、関係機関との調整結果を踏まえた施設
の方向性の調整 

個別施設計画（素案）作成   

第３回三沢市公共施設等活用検討会議  個別施設計画（素案）の審議 

三沢市行政経営会議  個別施設計画（素案）の決定 

パブリックコメント  個別施設計画（素案）に対する意見収集 

第４回三沢市公共施設等活用検討会議  個別施設計画（案）の審議 

個別施設計画（案）作成   

三沢市行政経営会議  個別施設計画の決定 

個別施設計画公表   
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第２節 用語集 

 

索引 用語 解説 

P PＤＣＡサイクル 事業活動における生産管理や品質管理などの管理業務を円滑に進める

手法の一つ。「Plan（計画）・Do（実行）・Check（評価）・Action（改善）」の 4

段階を繰り返すことによって、業務を継続的に改善すること。 

PＦI Private Finance Initiative（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）。公

共施設等の設計、建設、維持管理及び運営等に民間の資金とノウハウを

活用し、公共サービスの提供を民間主導で行う手法のこと。国や地方公

共団体の事業コストの削減や、より質の高い公共サービスの提供を目指

す。PPPの代表的な手法の一つ。 

PPP Public Private Partnership（パブリック・プライベート・パートナーシップ）。

公民が連携して公共サービスの提供を行う手法。 

い 移動
い ど う

等
と う

円滑化
えんかつか

促進
そくしん

方針
ほうしん

 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（いわゆるバリ

アフリー法）に基づく高齢者、障害者等の移動上及び施設の利用上の利

便性及び安全性の向上の促進に関する方針。 

 インフラ長寿
ちょうじゅ

命化
みょうか

 

基本
き ほ ん

計画
けいかく

 

平成 25 年 11 月国土交通省が策定。道路や橋など公共インフラの維持・

管理の基本指針となる国の計画。インフラの老朽化対策について施設ご

との点検・診断に関する情報を記録して経年的に施設の状態を把握し今

後の点検に生かす「メンテナンスサイクル」の徹底を盛り込んでいる。 

か 改修
かいしゅう

 施設の全部又は一部に対する、原状回復や性能向上に係る工事を総称

し、修繕、中規模修繕、改善及び大規模改修の総称。 

こ 更新
こうしん

（計画
けいかく

） 改修及び建替え（付設替え等を含む）等の総称。 

 個別
こ べ つ

施設
し せ つ

計画
けいかく

 三沢市公共施設等総合管理計画においては、本計画に即して、修繕や

更新等に関して個別施設ごとに策定する計画の総称。計画期間は各計

画によって異なる。 

し 事後
じ ご

保全
ほ ぜ ん

 設備や装置に不具合が生じた後の修復活動。 

指定
し て い

管理者
か ん り し ゃ

制度
せ い ど

 公の施設（地方自治法第244条）について、民間事業者等が有するノウハ

ウを活用することにより、住民サービスの質の向上を図っていくことで、施

設の設置の目的を効果的に達成するため、平成 15 年 9 月に設けられた

制度。公の施設の管理者の対象が広く民間事業者にまで拡大された。 

 修繕
しゅうぜん

 施設の一部に対する、原状回復に係る工事。 

 集約化
しゅうやくか

 施設分類が異なる施設同士を複合化すること。 

た 統廃合
とうはいごう

 同じ施設分類で同様のサービスを提供する施設同士で統合すること。 

ち 長寿
ちょうじゅ

命化
みょうか

 施設の老朽化に対して、物理的な不具合を直し施設の耐久性を高めるこ

とに加え、施設の機能や性能を現在の施設が求められている水準まで引

き上げること。 

は パブリックコメント 市における施策等の立案過程において、施策等の趣旨、目的、内容その

他の必要な事項を公表し、市民から意見を求め、提出された意見に対す

る実施機関の考え方を公表するとともに、意見を考慮して意思決定を行う

手続。 

 複合化
ふ く ご う か

 施設分類が異なる既存の施設を統合し、これらの機能を独立した形で一

つの建物内に設置すること。 

よ 予防
よ ぼ う

保全
ほ ぜ ん

 不具合を未然に防止するため、計画的に施設設備の点検・修繕等を行う

保全活動。 

ゆ ユニバーサルデザイン 障害の有無、年齢、性別、言語等にかかわらず、多くの人が利用しやす

いように施設や生活環境をデザインすること。 
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《建物の構造》 

SRC造：鉄骨鉄筋コンクリート造 RC造：鉄筋コンクリート造 

CB造：コンクリートブロック造 PC造：プレストレストコンクリート造  

PCa 造：プレキャストコンクリート造 PCaPC造：プレキャストプレストレストコンクリート造 

S造：鉄骨造 軽量 S造：軽量鉄骨造  
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第３節 建物の耐用年数（法定耐用年数） 

 

番号 用途名称 SRC造 RC造 CB造 PC造 PCa 造 S造 
軽量 

S造 
木造 

1 庁舎 50 50 41 50 50 38 30 24 

2 事務所 50 50 41 50 50 38 30 24 

3 詰所・寄り場 38 38 34 38 38 31 24 15 

4 作業所・工作室 38 38 34 38 38 31 24 15 

5 倉庫・物置 38 38 34 38 38 31 24 15 

6 自転車置場・置場 38 38 34 38 38 31 24 15 

7 書庫 50 50 41 50 50 38 30 24 

8 車庫 38 38 34 38 38 31 25 17 

9 食堂・調理室 41 41 38 41 41 31 25 20 

10 陳列所・展示室 50 50 41 50 50 38 30 24 

11 校舎・園舎 47 47 38 47 47 34 27 22 

12 講堂 47 47 38 47 47 34 27 22 

13 給食室 41 41 38 41 41 31 25 20 

14 廊下・渡廊下 38 38 34 38 38 31 24 15 

15 図書館 50 50 41 50 50 38 30 24 

16 体育館 47 47 38 47 47 34 27 22 

17 集会所・会議室 47 47 38 47 47 34 27 22 

18 会館・本館 50 50 41 50 50 38 30 24 

19 音楽堂・ホール 50 50 41 50 50 38 30 24 

20 公民館 50 50 41 50 50 38 30 24 

21 保健室・医務室・衛生室 50 50 41 50 50 38 30 24 

22 脱衣室・更衣室 47 47 38 47 47 34 27 22 

23 保育室・育児室 47 47 38 47 47 34 27 22 

24 案内所 50 50 41 50 50 38 30 24 

25 寮舎・宿舎 47 47 38 47 47 34 27 22 

26 洗場・水飲場 38 38 34 38 38 31 24 15 

27 浴場・風呂場 47 47 38 47 47 34 27 22 

28 便所 38 38 34 38 38 31 24 15 

29 教習所・養成所・研修所 38 38 34 38 38 31 24 15 

30 温室 38 38 34 38 38 31 24 15 

31 小屋・畜舎 38 38 34 38 38 31 25 17 

32 火葬場 50 50 41 50 50 38 30 24 

33 葬祭所・斎場 50 50 41 50 50 38 30 24 

34 霊安室・死体安置室 50 50 41 50 50 38 30 24 

35 焼却場 38 38 34 38 38 31 24 15 

36 塵芥集積所 38 38 34 38 38 31 24 15 

37 処理場・加工場 38 38 34 38 38 31 24 15 

38 監視所・観察所 50 50 41 50 50 38 30 24 

39 滅菌室 38 38 34 38 38 31 24 15 

40 濾過室 38 38 34 38 38 31 24 15 

41 計量器室 38 38 34 38 38 31 24 15 

42 ポンプ室 38 38 34 38 38 31 24 15 

43 技術室・機械室 38 38 34 38 38 31 24 15 

44 ボイラー室 38 38 34 38 38 31 24 15 

45 配電室・電気室 38 38 34 38 38 31 24 15 

46 その他 38 38 34 38 38 31 24 15 

47 住宅 47 47 38 47 47 34 27 22 

48 住宅付属建物 47 47 38 47 47 34 27 22 

出典：財務省令「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第十五号）」 

 



 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三沢市公共施設個別施設計画 

■発行 令和３年３月 

■編集 三沢市財務部財政課 

      〒033-8666 青森県三沢市桜町１丁目１番３８号 

TEL：0176-53-5111（代表） 

FAX：0176-53-9900 

URL：http://www.city.misawa.lg.jp/ 

 



 

  



 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


